
日付 項目
5月26日

7月8～10日

九州大学キャンパス（価値創造型半導体人材育成センター）
福岡県庁（スポーツコミッション）

〈調査事項・成果・課題　等〉

「夢と希望あふれる栃木を創る会」が三人会派となったことを日
光市民に報告する会を開催した。

〈参加者〉
あべひろみ、湯澤英之、大谷弥生、日光市民の皆さん
〈成果・課題　等〉
日光市の皆さんに、湯澤議員、大谷議員を紹介し、今までの一人
会派から三人体制になったことで、活動の場が広がり、皆さんの
ご期待に沿えるよう頑張っていくことを報告した。

武雄市図書館

〈主な訪問先〉
佐賀バリアフリーセンター

九州国立博物館

県外調査
（長崎県・福岡県）

令和6年度　政務活動報告書

会派・議員名　 夢と希望あふれる栃木を創る会　

活動内容・成果　等
「夢と希望あふれる栃木を
創る会」三人体制報告会

〈主な訪問先〉
ホテルファミテック明神
〈調査事項〉

・佐賀バリアフリーセンター
　佐賀県で展開されている「佐賀バリアフリーツアーセンター」
に登録されている旅館。センター所長でもある社長から直にお話
を伺い、障害者、高齢者、ベビーカーユーザーなど、全ての人が
安心して旅行ができるお手伝いを行っているとのこと。「100人
の障害者が居れば、バリアの種類も100通りある」というバリア
フリー基準の考え方に基づく事業展開は、観光立県のわが県も大
いに参考にし、それ以上の成果が期待できるものと考える。
・武雄市図書館
2000年に開館した、図書館と歴史資料館などで構成される市立
の複合施設。日本初となる民間企業（スターバックス・
TSUTAYA）による指定管理の図書館で、年間1000件ものイベン
トを開催。カフェ・本屋も併設されており、2019年には、こど
も図書館もオープンし、子どもからお年寄りまで多くの利用者で
連日賑わっている。図書館という誰もが利用でき、楽しめる施設



8月27日

〈成果・課題　等〉
９月10日　回答をいただいた。（別紙参照）

本県の魅力である、歴史と文化・豊かな自然と地理的優位性を最
大限に生かした「選ばれる栃木」をキーワードに、観光、野生鳥
獣被害対策、警察組織の強化、教育・スポーツ推進、子育て・障
害者支援等々、『誰もが自信と誇りを持てる栃木県』を目指し、
一人ひとり互いに認め合い支え合う“共生社会”の実現に向け、夢
と希望あふれる栃木県を創るために、２０分野５４項目の要望・
施策提言をまとめ、福田知事に提出をした。

を、多くの人が集まり交流できる文化施設として、さらに発展さ
せることができるということを考えさせられた。
・九州大学キャンパス（価値創造型半導体人材育成センター）
今や私たちの生活に絶対欠かせない半導体。こちらでは、日本の
最先端の半導体事業をけん引するスペシャリスト（社会変革を起
こす次の半導体技術を担う人材、半導体の社会実装を通じた社会
変革を担う人材、半導体の国内製造を担う人材等）を、九州全体
の産官学と連携し、育成、展開している。今後益々需要が高まる
半導体業界において実に頼もしいと感じた。
・福岡県スポーツコミッション
福岡県の特徴は、二つの政令指定都市が大規模集客施設（北九州
国際会議場や福岡PayPayドーム他等）を所有していることで国
際級のスポーツイベントの開催を可能としている。栃木県ではこ
れほどの大きい集客施設を所有することは困難ではあるが、東京
からのアクセスの良さ、豊富な自然資源を活かし、大規模大会の
誘致に向けた体制整備とスポーツ合宿の誘致に積極的に取り組ん
でいる。今後は、わが県ならではのスポーツを通じた地域づくり
と地域の発展、地域課題の解決を目指した制度作りに取り組んで
いきたい。
・九州国立博物館
平成17年10月16日に開館。独立行政法人国立文化財機構　九州
国立博物館と、福岡県立アジア文化交流センターが、連携・協力
し一体として、管理運営を行う博物館。「市民との共生」をテー
マの一つとしており、カフェやミュージアムホールなども併設さ
れ、博物館としての機能だけでなく、広く多くの人が楽しめる施
設となっている。文化施設のあり方を考えさせられた。

令和６年度９月補正予算及
び県政の推進に関する要望
書提出



９月

10月28～29日

〈調査事項・成果・課題　等〉

1月22日 県内調査 〈主な訪問先〉
栃木県産業技術センター（宇都宮市）

・大知の芸術祭　越後妻有アートトリエンナーレ2024
2000年から３年ごとに開催されているこの芸術祭は、世界最大
級の芸術祭であり、アートを媒介にした地域おこしとして、地方
創成モデルとまで言われている。地域のいたるところでアートの
展示がされており、気軽に先進の現代アートが五感で楽しめる。
日本三大渓谷　清津峡トンネル・鉢＆田島征三　絵本と木の実の
美術館・越後妻有里山現代美術館MonETを訪れ、自然の美しさ
も含めた、アートの世界を鑑賞した。
観光のメインがスキー場であるこの地域を、アートの街として盛
り上げている素晴らしい取り組みであるが、財源の確保、担い手
となる人材育成、地域住民の意識改革等、まだまだ課題があるそ
うである。地域おこしの最高のモデルケースとしても、長く続け
ていってもらいたい。
・新潟県防災局防災企画課
令和６年能登半島地震をはじめ、地震・津波・水害・雪害・火山
災害が多い新潟県は、「防災・減災　新潟プロジェクト2024」
を立ち上げ、防災・減災に関するさまざまな取組や、一人ひとり
の備えに役立つ情報の発信を柱に、関係者が連携協力しながら活
動を展開している。県と県内30市町村でＨ31年3月に相互協定を
締結し、大規模災害時における県内自治体間の相互応援体制を整
備し、県が派遣調整等を行い、市町村と連携して被災自治体を迅
速に応援する「チームにいがた」を結成。令和6年1月7日から建
物被害認定調査の応援を開始しているところである。
わが県でも、明日は我が身ととらえて、このような組織づくりを
迅速に進めていくべきと考える。

大知の芸術祭　越後妻有アートトリエンナーレ2024（越後妻有
地域　十日町市・津南町）
新潟県防災局防災企画課（新潟市）

県外調査
（新潟県）

〈主な訪問先〉

会派県政報告誌
「ひまわり」発行

会派として初となる県政報告誌を発行。人物紹介、県外調査等の
内容を掲載し、新聞折込、後援会への配布を行った。（別紙参
照）



〈調査事項・成果・課題　等〉

1月24日

県内中小企業等の新技術・新製品開発や技術高度化を支援する技
術拠点として、中小企業の研究開発力の向上を支援することによ
り、活力ある創造性豊かな地域産業の発展をめざしている施設。
機械、電子、材料、食品、繊維、窯業等幅広く産業技術に関する
相談を無料で行っており、大型電波暗室、X線CT三次元測定機、
半無響室等、大型の検査等々、様々な設備を有し、また、ものづ
くり現場へのデジタル技術の導入やそれを支える人材育成など、
県内の産業開発に貢献している。今後も本県産業の一層の発展を
支援する力強い施設として活躍を期待したい。

・管理型産業廃棄物最終処分場「エコグリーンとちぎ」

令和７年度当初予算及び
県政の推進に関する要望書
提出

観光、有害鳥獣・外来生物対策、警察組織強化、教育、男女共同
参画、子育て支援、介護サービスの充実、道路などインフラ整備
等、どこに住んでもいい所だといえる栃木県とするため、23項目
78の内容を要望した。

栃木県と民間企業が共に力を合わせ、PFI事業（公共施設等の建
設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術能力を活
用して行う手法）により、2023年9月から操業された県営処分
場。国内初となる全天候型施設で、廃棄物に触れた水を周辺に放
流することなく施設内で浄化・循環活用する最新の技術で環境に
配慮した処理を行っている。
今後ますます増えるであろうゴミ処理の問題は、まだまだ課題が
あると考えるが、一人ひとりがゴミについてこれまで以上により
高い意識を持ち、少しでも減らす努力をすることが大切と考え
る。

〈成果・課題　等〉
2月5日　回答をいただいた。（別紙参照）

・栃木県産業技術センター

管理型産業廃棄物最終処分場「エコグリーンとちぎ」
（那珂川町）



令和６年８月２７日 

 

栃木県知事  福 田 富 一 様 

 

 

令和６年度９月補正予算及び県政の推進に関する要望書 

 

 

夢と希望あふれる栃木を創る会 

あ べ ひろみ 

湯 澤 英 之 

大 谷 弥 生 

 

 

 国際情勢の不安定化に伴う、様々な分野への影響は図り知れず、円安・物価

高騰の進行は、私たちの日常生活を直撃しており、県内経済の安定と活性化に

向けた対策は急務である。 

 また、人口減少問題は本県の将来を左右する重要課題との認識のもと、課題

解決に向け、戦略的かつ着実な施策展開を期待する中にあって、首都圏一極集

中ならぬ宇都宮圏一極集中により、今後益々地域格差が広がれば、地方におけ

る地域コミュニティ機能の低下は避けられず「消滅可能性自治体」が現実のも

のとなりかねないことから、『持続可能な栃木の実現』に向けた施策の一つに

地域バランスを考慮されたい。 

 加えて、あらゆる分野において人材不足は喫緊の課題であり、ＤＸ推進と共

に人材確保は経済成長に欠かせない重要ポイントと位置づけ、これまで以上の

対策を講じる必要があると考える。 

 新型コロナウイルス感染症が収束に向かっているとは言え、県政における課

題は山積し、想定外事案がいつ起こるか分からない、こんな時だからこそ、将

来を見据え未来をしっかりと描き、歩みを進めていくべきである。 

 故に、本県の魅力である、歴史と文化・豊かな自然と地理的優位性を最大限

に生かした「選ばれる栃木」をキーワードに施策展開が望まれる。 

更には『誰もが自信と誇りを持てる栃木県』を目指し、一人ひとり互いに認

め合い支え合う“共生社会”の実現に向け、夢と希望あふれる栃木県を創るた

めに、要望・施策提言をまとめた。 

 それぞれの主旨を考慮の上、施策の反映を要望する。 
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１ ときめく観光の街づくり 

アフターコロナにおける観光産業は、インバウンド施策効果も相まって、コロナ禍前の

賑わいが戻ってきていると実感しつつ、その実、新たな課題も見えてきている。 

また、今後、自治体間の誘客競争は、更に激化するものと推察できることから、他県と

の差別化を図ることは必須であると考える。 

そこで、県は、これまで以上に観光産業に積極的に関わり、観光立県として、本県独自

のスタイルの構築が求められることから、以下の項目を要望する。 

（１）独自スタイルの構築 

①本県ならではの「食」をテーマに、例えば“どこでもしもつかれ”や“どこでも

けんちん汁”など、各月、統一メニューを設定して、県内各地域で提供していく

等の、しかけを各市町と連携して進めていくこと。 

  ②障がい者や高齢者が安心安全に過ごすことができるよう、バリアフリー観光   

の推進に向けた協議会の設置及び環境整備に対する支援策を講じること。 

 

（２）インバウンド拡大への対応 

①インバウンド誘客が好調の中にあって、観光業（ホテル・旅館）に携わる人材不

足は喫緊の課題であることから、外国人材の確保に向けた対策を講じること。 

②訪日外国人客の増により、民泊サービス（住宅宿泊事業法）の利用も右肩上がり

の中、災害発生時の対応に不安がある。また、マナー違反によるオーバーツーリ

ズム問題が取りざたされていることから、早急の対策を講じること。 

 

２ 国土強靱化の更なる推進 

近年、豪雨や竜巻、地震等の自然災害が頻発化、激甚化している。災害が少ないとされ

ている本県においても避難勧告が出される現状を踏まえ、防災・減災対策を早急に進めて

いくべきであることから、以下の項目を要望する。 

①河川の氾濫や越水による被害を防ぐため、河川環境を整えること。 

②土砂災害を防ぐため、危険箇所整備を早急に行うこと。 
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３ 野生鳥獣被害軽減に向けた対策 

 近年、イノシシやシカ、サル、クマなどが民家近くまで、現れるようになった。イノシ

シなどについては、捕獲のための箱罠を置くことで、イノシシをおびき寄せてしまうこと

から、捕獲対策が行えない現状がある。 

今後は、民地への侵入被害や人命を守るためにも、捕獲以外の自衛対策についても強化

を図る必要があり、河川や遊休農地の草刈り等を強化する必要があることから、以下の項

目を要望する。 

①有害鳥獣河川敷緩衝帯整備事業では、県管理河川における野生鳥獣移動抑制のための

支援事業などがあるが、野生鳥獣が現れる地域では住民の人口減少や高齢化から、

事業実施後の住民による河川の刈り払いなどが難しく、事業を利用しにくい状況が

あるため、利用しやすい事業となるよう改善すること。 

②野生鳥獣からの被害を軽減するため、ＩＣＴを活用した捕獲・被害防除技術の実証に

取り組むこと。 

③令和６年７月現在、市街地などでのクマの出没が相次ぐ中、国の専門家などによる検

討会では、鳥獣保護管理法そのものを改正する必要があるとして、法改正に向けた

国の方針案が了承されたため、法改正が行われた場合は速やかに対応するとともに、

クマに遭遇しないための知識など、県民に対し自衛手段を周知すること。 

 

４ 外来生物対策の強化 

 令和５年度特定外来生物クビアカツヤカミキリの被害状況等によると、県内にある公園

や住宅地等において、新たに３，２３６本の被害木が確認された。拡散防止を図るため、

市町と連携して監視ポイントを増設し、監視を強化するなど防除対策を実施している状況

であるが、両毛地区の被害状況は依然厳しく、今後も防除対策を強化する必要があること

から、以下の項目を要望する。 

①公園や住宅地等への新規被害木を減らすためにも、近隣県である群馬県や埼玉県、県

内各市町と連携し、防除対策を強化していくこと。 
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５ 特殊詐欺等犯罪被害防止に向けた警察組織の強化 

近年、特殊詐欺や空き家対象の侵入窃盗、太陽光発電施設対象の金属盗などの犯罪が多

発していることに加え、地域コミュニティ力の低下などにより、県民の身近な交番への期

待や重要度は一層増している。 

２０２４年度現在、県内には８０か所の交番があり、今年度から、交番所長の階級とし

て全て警部補が配置されるようになったが、１名の所長が複数の交番を兼務するようにも

なったことから、以下の項目を要望する。 

①令和５年警察白書に示されている、複雑化する社会に適応する警察組織となるよう、

警察官を増員し、特に交番所長の兼務体制を改善すること。 

 

６ 高速道路逆走対策 

高速道路の逆走事故は社会的反響が大きく、逆走は命にかかわる危険行為であるため、

逆走を防止する早急な対策が必要と考えることから、以下の項目を要望する。 

①逆走の危険性について積極的に周知啓発するとともに、逆走防止に向けた具体的な対

策を講じること。 

 

７ 警察活動における暑熱対策の推進 

近年、我が国では、年平均気温が上昇し、夏季において猛暑日や熱帯夜の日数が年々増

加している中で、警察活動における暑熱対策を適切に講じることは、警察職員の命や健康

を守る観点のほか、警察活動の能率的な遂行を確保する観点からも極めて重要な課題とな

っている。 

本県警察本部では、７月末に、暑熱対策に資する資機材の活用を指示したところである

が、被服及び装備品の運用面について、さらなる改善が必要であることから、以下の項目

を要望する。 

①夏服の着用期間の延長や通気性等に優れた生地への変更、空調服の導入などを検討し

た上で改善を図ること。 
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８ 農地の活用と有機農業に対する理解促進 

２０２１年３月に公表された栃木県有機農業推進計画（３期計画）によると、有機農業

は、農業の自然循環機能を大きく増進し、かつ、農業生産に由来する環境への負荷を低減

するものとあり、さらに、近年、有機農業が生物多様性保全や地球温暖化防止等に高い効

果を示すことが明らかになってきており、その取組拡大は農業施策全体及び農村における

国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成にも貢献するものとある。 

また、栃木県内では、有機農業の取組は増加しているものの、さらなる推進を図る必要

がある。県内に移住・定住された方々の中には、農業に関わりたい・特に有機農業に関心

が高い状況がある。 

しかしながら、農家でない者が有機農業を行うにあたっては、近隣農業者の理解はもと

より、周辺から使用禁止資材が飛来し又は流入せず、「は種(しゅ)」（種まき）又は植え

付け前２年以上化学肥料や化学合成農薬を使用していないなどの条件を満たす必要がある

ことから、有機農業を行うために農地を借りたい人と貸したい人を繋ぐ必要がある。 

このような理由から、以下の項目を要望する。 

①安定して有機農産物を生産できる技術の習得や新たな販路開拓に向けた支援、有機農

業に対する消費者等の理解促進や有機農産物のＰＲなどさらなる推進を図ること。 

②活用できる農地等の情報をインターネットで検索できるようにするなど、農地情報の

提供を積極的に行うこと。 

③半農半Ⅹなどの小規模耕作者の農地確保に対する取組や、近隣で慣行農業を行う方々

に対して有機農業への理解促進を図る取組を強化していくこと。 

 

９ 農・林・商・工における担い手の確保と育成支援の推進 

（１）農業 

 持続可能な農業を確立するため、担い手を創出することが重要であり、これからも新 

規就農者を募る活動は止めてはならない。しかしながら、人口減少化や多様化した社会

の中で人材確保は大変厳しいものである。その中において、様々な情報の共有化を図る

と同時にスマート農業の推進を図り、県内すべての生産者による情報の共有化を図り、
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より儲かる農業へと進化するために、生産性を向上させるべきと考えることから、以下

の項目を要望する。 

①担い手不足が深刻な状況下にあるため、営農に必要な情報を集約し、例えば、現

場に行かずとも営農が可能となるようなスマート農業の推進を図ること。 

②環境負荷の低減や気候変動等に対応した技術開発と品種開発を推進するとともに、

生産技術等のデータ化により、勘と経験の見える化を図ること。 

③就農者の増加を目指すと同時に離農者の減少を図ること。 

 

（２）林業 

  林業大学校が創設され、初年度の入学者は２１名であり、まずまずの走り出しと考え

る。 

しかしながら、林業従事者の数は長期的に減少傾向にあり、総務省の国勢調査によ

れば、２０２０年には４万４千人であり、高齢化率は２５％で全産業平均１５％に比べ

高い水準にある。 

新規就労者の確保、労働環境の改善及び木材供給の安定化や木材価値の向上を図る

必要があることから、以下の項目を要望する。 

①林業大学校の運営の安定化と入学希望者が増えるような魅力ある学校づくりを目

指し、林業の次代を担う人材の確保・育成を図ること。 

②今後においても、あらゆる機会を創りながら、ＵＩＪターン者を主な対象者とし

た伴走型の就業支援を実施すること。 

③県産木材を使用した木造住宅建設の支援による、県産木材の利用拡大の推進並び

に東京圏や海外等をターゲットにした販路拡大を図ること。 

 

（３）工業 

 新型コロナウイルス感染症の拡大による都市のロックダウンや、国家間の移動制限、

工場の稼働停止に伴い、サプライチェーンが混乱し、世界的に半導体不足が生じた。 
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また、経済産業省の推計によると、世界の半導体の市場規模は、２０３０年には、

約９，０００億ドルに成長すると予想され、さらには、世界中で半導体産業の人材不足

が指摘されていることから、以下の項目を要望する。 

①国や関係機関、大学等と連携して、半導体産業の人材育成を行うこと。 

 

１０ 教職員の適正配置の推進 

栃木県教育振興基本計画２０２５の基本理念を具現化するために掲げられている基本目

標Ⅲ「未来を切り拓く力の基礎を育む」ことや基本目標Ⅵの「教育の基盤を整える」ため

には、教員が子どもたちと関わる時間を多く確保する必要がある。 

そのためには、教員が本来担うべき業務に専念できるようにすることが必要であり、学

校運営体制の充実を図るためにも、現在不足している教職員や非常勤職員を確保する必要

があることから、以下の項目を要望する。 

①補充教職員を充実させ、傷病休暇取得教職員の補充や免許外教科担任解消等の非常勤

職員の配置を一層推進し、学校現場における教職員不足の解消を図ること。 

②小学校の新学習指導要領における外国語（英語）の必修教科化に伴い、専科教員の充

実を図ること。 

 

１１ 社会に開かれた教育課程の実現に向けた学校と地域の連携・協働のさ

らなる推進 

文部科学省によると、新しい学習指導要領における重要な事項の全ての基盤となる考え

方が「社会に開かれた教育課程」であり、子どもたちが、社会のつながりの中で学ぶこと

で、自分の力で人生や社会をよりよくできるという実感を持つことができ、変化の激しい

社会において、困難を乗り越え、未来に向けて進む希望や力になる。 

これからの学校には、社会と連携・協働した教育活動を充実させることがますます求め

られていることから、以下の項目を要望する。 

①学校と地域の連携・協働をさらに推進するために、地域連携教員の社会教育主事有資

格者の割合を増やすこと。 
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②市町教育委員会に対し、学校運営協議会や地域学校協働本部の設置を促すとともに、

地域コーディネーターを県立学校全校に配置し地域学校協働活動を推進すること。 

③学校、家庭、地域社会が連携協力し、交流活動や体験学習、学習活動を通して子ども

の生きる力を育むとともに、家庭と地域の教育力の向上を目指すふれあい学習のさ

らなる推進を図ること。 

 

１２ 総合的な探究学習の時間・ＳＴＥＡＭ教育の充実 

 高校では、新しい学習指導要領が全面実施され、その目玉の１つが「総合的な探究の時

間」である。探究学習は、生徒が自分の興味や学びたいことを見つけるきっかけとなり、

大学への進学動機にもつながり得るものである。ある新聞社の調査によると、受験生の２

人に１人が、学校推薦型選抜や総合型選抜等のいわゆる年内入試で大学進学をしていると

いう調査結果があり、今後、年内入試が拡大していくというのが専門家たちの共通した見

方である。年内入試は、面接や小論文を中心とした大学入学の目的意識を問う試験である

ことから、探究学習を充実させる必要がある。また、探究学習も行える学校図書館に整備

し直す必要があることから、以下の項目を要望する。 

①有意義な探究学習を実施するためには、外部講師を招聘したり、調査資料・書籍等を

充実させる必要がある。栃木県立学校の図書購入費は、平成２９年～令和３年度で

１校当たり平均１４万９千円であったが、近県の公立高校では、約１２０万円の例

もある。県内の一部の学校では図書購入費や外部講師の謝礼などを当該校の教育活

動の充実のため、ＰＴＡ会費で負担している例も見られるが、ＰＴＡ会費に頼りす

ぎない学校運営費の拡充を図ること。 

②今年度で終了となる未来を創る高校生地域連携・協働推進事業やＳＴＥＡＭ教育推進

事業を次年度以降も継続させること。 

 

１３ 読書活動の推進 

 子どもたちの学力向上や生きる力を育むためには、読解力の向上が欠かせない。そのた

めには、子どもたちの不読率を改善するための取組を強化する必要がある。栃木県読書活
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動推進計画に基づき、特に子どもたちの読書活動の推進を図る必要があることから、以下

の項目を要望する。 

①栃木県立図書館から離れている地域でも県立図書館を利用できるよう電子書籍を導入

すること。 

②学校図書館の充実を図るために、栃木県立図書館内に学校図書館を支援するための学

校図書館支援センターを設置すること。 

③学校図書館に、学校司書を専任で常駐させることは、子どもの読書活動の推進に繋が

るだけではなく、不登校児童・生徒の居場所として学校図書館を活用している事例

もあるなど、専任の学校司書配置する意義は広がりつつあるため、県内の全公立小

中高校に、専任の学校司書を配置すること。 

 

１４ スポーツの力で栃木をより元気に 

 いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会が、県民総スポーツの推進拠点たる「総合スポーツ

ゾーン」と県内各地において開催された。当時コロナ禍による開催は、感染拡大に最大限

に気を配りながらであったものの、スポーツ関係者の方や選手からは大会開催に対して大

きな評価をいただき、県民に勇気と感動を与える大会になった。また、多くのボランティ

アによる参加協力により、成功裡へと導かれたものである。この大会により、スポーツが

地域活性化等に寄与することを見直されたきっかけになった。 

今後、スポーツが地域における様々な課題解決と地方創生の一助を為すと考え、さらに

積極的な取組を行う必要があることから、以下の項目を要望する。 

①サイクルイベント「ぐるとち」のような県民誰もが参加できるイベントの充実を図る

とともに、栃木県全域にわたる総延長７８０キロメートルのサイクルモデルルート

を活かし、例えばプロ選手が参加する大会「ツール・ド・とちぎ」などを開催して

いくこと。 

②プロスポーツチームが多く存在するのは栃木県の特徴であることから、各々のチーム

の人気を活用し、関係人口・交流人口が大きくなることによる地域経済効果につな

がるような取組を図ること。 
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③県立スポーツ施設については、持続可能な施設として有効活用されるよう収益性が高

いと見込まれるスポーツ大会やスポーツイベントの招致に取り組むこと。 

 

１５ 子育て支援の充実 

今年度当初予算の柱と位置づけした少子化対策である。その中でも、第２子保育料無償

化については、すでに実施している佐野市、益子町、茂木町、市貝町に加え、この４月か

ら宇都宮市などで実施。全県的には１０月から実施される予定であり、県としては１０月

分から助成を実施する。 

こうした取組は、深刻さを増す少子化に歯止めがかかるものと期待しているが、他県に

おいても同様な事業が実施されていることから、栃木県は先進的な独自の展開を図り、更

なる充実を求めていくべきと考える。 

ついては、理想の子ども数の低下傾向に歯止めをかけるような取組を進め、県全体で育

児しやすい環境整備を図るために、以下の項目を要望する。 

①第２子保育料無償化においては、認可外の保育施設については対象外となっているこ

とから、不公平感をなくすこと。 

②「ようこそ赤ちゃん！支え愛事業」の協賛企業の支援の輪を広げるための活動を強化

すること。 

③「こども食堂サポートセンター」が開所されるが、栃木県警察本部が認知した昨年の

児童虐待件数は前年比６７件増の５２７件と増加傾向にある。こども食堂は貧困支

援にとどまらず、さまざまな需要が高まっていることから、こども食堂の持続可能

な安定運営の支援を図るとともに、設置されていない市町には、立上げられるよう

併走支援を図り、親・子共に相談しやすい環境整備を強化すること。 

 

１６ 女性が安心して自立して暮らせる社会の実現 

男女共同参画の実現を目指し「日光声明」で取り上げられた課題の解決に向け、より具

体的に施策展開を図り、男女共同参画先進県となるべく、積極的な取組を要望する。 
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①女性を取り巻く問題・課題は多岐にわたり、一人ひとり求める支援も異なることにも

十分に配慮し、相談・保護・自立まで切れ目のない施策を推進すること。 

②根強い固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込みなどの早急な解消に向け、地

域・企業・学校など、それぞれに応じた意識啓発を強化すること。 

 

１７ 障がい者差別解消の推進 

障害者差別解消法の改正に伴い、本年４月１日から事業者による合理的配慮の提供が義

務化された。しかし、現在充分な理解と対応がされているとは言い難く、これまで以上に

理解促進に向けた取組を行い、障がい者自身、差別の解消を実感できる必要があることか

ら、以下の項目を要望する。 

①事業者の意識向上と積極的な取組を促すため、仮称「とちまるやさしい認証」制度を

導入すること。 

②災害発生時、障がい者が避難所生活で戸惑うことなく、それぞれの障がい特性に応じ

た支援が得られるよう、支援者等に向けた、具体的かつ分かりやすい支援マニュア

ルの作成とヘルプマークの更なる普及啓発並びにヘルプマーク入りリストバンドの

導入を進めること。 

③障がい者差別の解消には、障がいに対する理解が何より重要であり、幼少期から理解

促進に向けた取組が必要であることから、教育現場において、年齢に応じた対応を

すること。 

④重度心身障害者医療費助成の方法が市町によって異なっている現状は好ましくない。

速やかに、全市町において現物支給体制を整えること。 

 

１８ 認知症当事者やその家族への支援や居場所づくりを応援 

 厚生労働省の研究班は、全国から４つの自治体を抽出して医師などが６５歳以上の高齢

者について認知症の診断を行い、それぞれの自治体の有病率から将来の全国の認知症の人

の数を推計した。その結果、認知症の高齢者は団塊ジュニアの世代が６５歳以上になる２

０４０年には５８４万人あまりにのぼると２０２４年５月にＮＨＫが報道した。これは高
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齢者のおよそ１５％、６．７人に１人にあたり、専門家は「今後１人暮らしの認知症の人

が増えるとみられ、家族の支援が限られる中、地域でどう支えるかが課題だ」としている

ことから、以下の項目を要望する。 

①２０１９年６月にとりまとめられた認知症施策推進大綱では、「普及啓発・本人発信

支援」を認知症施策の柱の１つとしており、厚生労働省では、認知症の人本人から

の発信の機会が増えるよう、都道府県ごとに「地域版希望大使」を設置することを

目指している。「地域版希望大使」には、認知症サポーター養成講座の講師である

キャラバン・メイトや、都道府県が行う認知症の普及啓発活動に参加・協力いただ

けることから、栃木県でも希望大使を任命すること。 

②認知症に関する普及啓発は、もとより、認知症バリアフリーの推進（認知症バリアフ

リーに向けた取組を行おうとしている企業等が、自らＷｅｂ上で「認知症バリアフ

リー宣言企業」として宣言を行うことを通じて、認知症の人やその家族の方々にと

って安心して店舗やサービス・商品を利用してもらったり、企業等の人材育成や地

域連携の取組を推進していく制度）、若年性認知症の人への支援、社会参加支援

（はたらくデイサービス事業所の増加等）、認知症カフェなどの設置・普及など、

地域で認知症の人やその家族を支える仕組みを強化すること。 

③認知症高齢者等の財産・権利を守るためにも、とちぎ権利擁護センター「あすてら

す」が行っている「日常生活自立支援事業」や成年後見制度の利用を促進する必要

がある。そのためにも成年後見制度の中核機関であるサポートセンターの設置未定

の市町に働きかけ、県内全市町の設置を目指すこと。 

 

１９ 中央児童相談所の施設整備 

中央児童相談所の一時保護所に保護された女児が、同時期に一時保護されていた男児か

ら性的被害を受け、児童相談所の注意義務違反があったとした損害賠償請求事件を受け、

早急に施設改修を行う必要があることから、以下の項目を要望する。 

①来客トイレと２つの面接室においては、同じような問題行動が起きないよう改修する

こと。 
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２０ 誰ひとり取り残さない、持続可能なとちぎ 

とちぎ行革プラン２０２１〔栃木県行財政改革大綱（第７期）〕によると、「多様な主

体との連携・協働の推進」、「効果的・効率的な県政運 営の推進」、「持続可能な行財

政基盤の確立」の３つの目標のもと、「行政手続のデジタル化の推進」など２４の具体的

な取組を掲げ、全庁を挙げて不断の行財政改革を推進していくとある。 

特に、以下の４点について取組を強化していく必要があると考えているため、以下の項

目を要望する。 

（１）企業等との協働 

 ①企業の強み等を活かした地域課題解決のため、企業版ふるさと納税や包括連携協定 

など、民間企業等との公民連携・協働をさらに推進すること。 

 

（２）効果的な行政評価・施策立案 

 ①とちぎ未来創造プランをはじめとした各種計画について、ＰＤＣＡサイクルにより 

施策の効果及び達成度を検証し、改善を図ること。 

②統計等のデータを積極的に活用し、県民ニーズや行政課題を的確に捉えた効果的

な施策の立案（ＥＢＰＭ）に努めること。 

 

（３）基金の債券運用 

①２０２４年３月に提出された、２０２３年度包括外部監査報告書によると、現状

の基金の一括運用については、「不合理であって機会損失が大きいことから、運

用の見直しの必要がある。」との指摘があった。今後は金利上昇も見込まれるこ

とから、債券運用のみならず、見合定期預金や一時借入金、繰替運用の部分につ

いても含めた一括運用計画の見直しをすること。 

②債券運用に関しては、他県での取組状況を調査研究し、さらに、担当職員におい

て債券運用に係る知識を習得し、外部アドバイザー等の助言を聴取しながら、効

率的な運用を図ること。 
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③群馬県では、減債基金を中心に債券運用を行い、２０２２年度において約８億円

の運用益があったことから、本県においても、群馬県を参考に、積極的な債券運

用を行うこと。 

 

（４）県出資法人等の自立的な経営 

①出資法人等に対し、経営の適正化や業務の活性化等に向けて、必要かつ適切な指

導等を引き続き行うとともに、法人に社会経済情勢や県民ニーズの変化に対応し

た効率的で質の高いサービスを提供させるなど、県出資法人等を有効活用し、県

が行う事業の縮充を図っていくこと。 

 



  

- 1 - 

 

夢と希望あふれる栃木を創る会の令和６年度９月補正予算 

及び県政の推進に関する要望書に対する回答 

 

令和６(2024)年９月10日  

 

 

 今年度の財政状況は、当初予算に掲げた一般財源の確保が不透明な状況であるとともに、人事院勧告を踏まえ

ると給与関係経費の大幅増が見込まれるなど、大変厳しい状況にある。 

 このような中、令和６(2024)年度９月補正予算については、御要望の趣旨を十分に踏まえ、進行する少子･高

齢化や物価高騰への対応、安全で安心な暮らしの実現など、県民生活に関わる緊要な課題に適切に対処すること

として編成した。 

                                                     

 

 要望事項に対する回答は、次のとおりである。 



（単位：千円） 

- 2 - 
 

 

要  望  事  項 回       答 

１ ときめく観光の街づくり  

 アフターコロナにおける観光産業は、インバウ

ンド施策効果も相まって、コロナ禍前の賑わいが

戻ってきていると実感しつつ、その実、新たな課

題も見えてきている。 

また、今後、自治体間の誘客競争は、更に激化

するものと推察できることから、他県との差別化

を図ることは必須であると考える。 

そこで、県は、これまで以上に観光産業に積極

的に関わり、観光立県として、本県独自のスタイ

ルの構築が求められることから、以下の項目を要

望する。 

（１）独自スタイルの構築 

①本県ならではの「食」をテーマに、例えば

“どこでもしもつかれ”や“どこでもけん

ちん汁”など、各月、統一メニューを設定

して、県内各地域で提供していく等の、し

かけを各市町と連携して進めていくこと。 

②障がい者や高齢者が安心安全に過ごすこと

ができるよう、バリアフリー観光の推進に

向けた協議会の設置及び環境整備に対する

支援策を講じること。 

 

 

 

 

（２）インバウンド拡大への対応 

①インバウンド誘客が好調の中にあって、観

光業（ホテル・旅館）に携わる人材不足は

喫緊の課題であることから、外国人材の確

保に向けた対策を講じること。 

②訪日外国人客の増により、民泊サービス

（住宅宿泊事業法）の利用も右肩上がりの

中、災害発生時の対応に不安がある。ま

た、マナー違反によるオーバーツーリズム

問題が取りざたされていることから、早急

の対策を講じること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 本県ならではの「食」については、これまでも

様々な手段でＰＲに努めてきたところであり、地域

ならではの食文化を観光振興に活用している市町等

と連携して、更なる魅力発信を図っていく。 

  また、栃木の観光旅行情報サイト「とちぎ旅ネッ

ト」に県内観光地のバリアフリー情報を掲載すると

ともに、障害者や高齢者の利便性向上を図るため、

市町等が行う公衆トイレの洋式化等を支援してい

る。 

 さらに、市町や関係団体で構成する「本物の出会

い栃木」観光プロモーション協議会などの場におい

て、本県で快適に楽しめるような観光地づくりにつ

いて議論していく。 

 

(2) 観光産業における外国人材の活用促進に向け、

「とちぎ外国人材活用促進協議会」において、支援

施策に関する情報を共有するとともに、外国人材の

雇用に関するセミナーを開催するなど、適切な支援

を行っていく。 

また、外国人旅行者に対し、県公式観光ホームペ

ージ「Visit Tochigi」を活用して、災害等の非常時

に緊急情報を提供する日本政府観光局（ＪＮＴＯ）

の多言語情報発信サイトを案内するほか、観光地に

おけるマナーについて、観光庁が作成した啓発動画

を「Visit Tochigi」により周知するなど情報提供に

努めるとともに、必要な対策を検討していく。 

 



（単位：千円） 
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要  望  事  項 回       答 

２ 国土強靱化の更なる推進  

 近年、豪雨や竜巻、地震等の自然災害が頻発

化、激甚化している。災害が少ないとされている

本県においても避難勧告が出される現状を踏ま

え、防災・減災対策を早急に進めていくべきであ

ることから、以下の項目を要望する。 

①河川の氾濫や越水による被害を防ぐため、河

川環境を整えること。 

②土砂災害を防ぐため、危険箇所整備を早急に

行うこと。 

 

今後の災害リスクに備えるため、河川整備の着実

な推進をはじめ、堤防強化や堆積土除去等を行うと

ともに、土砂災害のおそれがある区域については、

砂防堰堤等の整備を進めるなど、優先順位を付けな

がら防災・減災対策に取り組んでいく。 

 

○緊急防災・減災対策事業費       1,000,000 

 

 

 

 

 

○公共事業関連調査費（県土整備部）   150,000 

 

 

 

 



（単位：千円） 
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要  望  事  項 回       答 

３ 野生鳥獣被害軽減に向けた対策  
 近年、イノシシやシカ、サル、クマなどが民家

近くまで、現れるようになった。イノシシなどに

ついては、捕獲のための箱罠を置くことで、イノ

シシをおびき寄せてしまうことから、捕獲対策が

行えない現状がある。 

今後は、民地への侵入被害や人命を守るために

も、捕獲以外の自衛対策についても強化を図る必

要があり、河川や遊休農地の草刈り等を強化する

必要があることから、以下の項目を要望する。 

①有害鳥獣河川敷緩衝帯整備事業では、県管理

河川における野生鳥獣移動抑制のための支援

事業などがあるが、野生鳥獣が現れる地域で

は住民の人口減少や高齢化から、事業実施後

の住民による河川の刈り払いなどが難しく、

事業を利用しにくい状況があるため、利用し

やすい事業となるよう改善すること。 

②野生鳥獣からの被害を軽減するため、ＩＣＴ

を活用した捕獲・被害防除技術の実証に取り

組むこと。 

③令和６年７月現在、市街地などでのクマの出

没が相次ぐ中、国の専門家などによる検討会

では、鳥獣保護管理法そのものを改正する必

要があるとして、法改正に向けた国の方針案

が了承されたため、法改正が行われた場合は

速やかに対応するとともに、クマに遭遇しな

いための知識など、県民に対し自衛手段を周

知すること。 

 
 

シカやイノシシなどによる鳥獣被害対策について

は、河川敷の緩衝帯を整備していくほか、様々な防

護策を提案できる鳥獣管理士等の獣害対策アドバイ

ザーを派遣し、地域の実情に応じた取組を支援して

いくとともに、ドローンを活用して生息地を把握す

ることによりシカを効果的に捕獲するなど、ＩＣＴ

を活用した捕獲技術の実証を進めていく。 

人身被害等をもたらすクマについては、法改正を

見据え、捕獲の主体となる市町や猟友会、警察等と

緊密に連携し、市街地出没時における対応訓練を実

施するとともに、ＳＮＳ等を活用した情報発信を進

めていく。 

４ 外来生物対策の強化  

 令和５年度特定外来生物クビアカツヤカミキリ

の被害状況等によると、県内にある公園や住宅地

等において、新たに３，２３６本の被害木が確認

された。拡散防止を図るため、市町と連携して監

視ポイントを増設し、監視を強化するなど防除対

策を実施している状況であるが、両毛地区の被害

状況は依然厳しく、今後も防除対策を強化する必

要があることから、以下の項目を要望する。 

①公園や住宅地等への新規被害木を減らすため

にも、近隣県である群馬県や埼玉県、県内各

市町と連携し、防除対策を強化していくこ

と。 

 

クビアカツヤカミキリの被害拡大防止を図るた

め、被害が発生している関東６都県と国による会議

を主催し、被害状況や効果的な防除方法等の情報共

有を引き続き行うとともに、市町と緊密な連携を図

りながら、樹木の点検や民有地における被害木伐採

に対して補助をするなど、防除対策を推進してい

く。 



（単位：千円） 
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要  望  事  項 回       答 

５ 特殊詐欺等犯罪被害防止に向けた警察組織の強

化 

 

 近年、特殊詐欺や空き家対象の侵入窃盗、太陽

光発電施設対象の金属盗などの犯罪が多発してい

ることに加え、地域コミュニティ力の低下などに

より、県民の身近な交番への期待や重要度は一層

増している。 

２０２４年度現在、県内には８０か所の交番が

あり、今年度から、交番所長の階級として全て警

部補が配置されるようになったが、１名の所長が

複数の交番を兼務するようにもなったことから、

以下の項目を要望する。 

①令和５年警察白書に示されている、複雑化す

る社会に適応する警察組織となるよう、警察

官を増員し、特に交番所長の兼務体制を改善

すること。 

 

 

県警察では、社会情勢の変化により治安上の警戒

の空白が生じることのないよう、常に組織体制やそ

の運用のあり方を最適化していくことが求められる

ため、限られた人員で最大限の効果を発揮できるよ

う「リソースの再配分」に取り組んでいる。 
交番所長の兼務体制をとることは、この取組の一

つであり、今後も警察組織が、複雑化する社会に適

応し、治安上の課題に的確に対処できるよう努めて

いく。 
また、警察官の増員については、国等における動

向を見極めながら、適切に対応していく。 
 

 

 

 

６ 高速道路逆走対策  
 高速道路の逆走事故は社会的反響が大きく、逆

走は命にかかわる危険行為であるため、逆走を防

止する早急な対策が必要と考えることから、以下

の項目を要望する。 

①逆走の危険性について積極的に周知啓発する

とともに、逆走防止に向けた具体的な対策を

講じること。 

 

 

重大な交通事故につながる高速道路等での逆走を

防止するため、関係団体と連携しながら各種交通安

全教育やＳＮＳ等による情報発信など、あらゆる機

会を通じて逆走の危険性を周知啓発するとともに、

道路管理者と共同して死亡事故の発生地点及びその

付近等における必要な対策を協議・検討するなど、

逆走を発生させない対策を強化していく。 
 

７ 警察活動における暑熱対策の推進  
 近年、我が国では、年平均気温が上昇し、夏季

において猛暑日や熱帯夜の日数が年々増加してい

る中で、警察活動における暑熱対策を適切に講じ

ることは、警察職員の命や健康を守る観点のほ

か、警察活動の能率的な遂行を確保する観点から

も極めて重要な課題となっている。 

本県警察本部では、７月末に、暑熱対策に資す

る資機材の活用を指示したところであるが、被服

及び装備品の運用面について、さらなる改善が必

要であることから、以下の項目を要望する。 

①夏服の着用期間の延長や通気性等に優れた生

地への変更、空調服の導入などを検討した上

で改善を図ること。 

 

県警察における夏服については、令和２年から従

前の期間より着用期間を前倒ししているほか、通気

性等に優れた生地への変更、空調服の導入などにつ

いては、警察庁における被服の仕様に関する規則等

に係る議論を注視しながら検討していく。 



（単位：千円） 
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要  望  事  項 回       答 

８ 農地の活用と有機農業に対する理解促進  
 ２０２１年３月に公表された栃木県有機農業推

進計画（３期計画）によると、有機農業は、農業

の自然循環機能を大きく増進し、かつ、農業生産

に由来する環境への負荷を低減するものとあり、

さらに、近年、有機農業が生物多様性保全や地球

温暖化防止等に高い効果を示すことが明らかにな

ってきており、その取組拡大は農業施策全体及び

農村における国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）の達成にも貢献するものとある。 

また、栃木県内では、有機農業の取組は増加し

ているものの、さらなる推進を図る必要がある。

県内に移住・定住された方々の中には、農業に関

わりたい・特に有機農業に関心が高い状況があ

る。 

しかしながら、農家でない者が有機農業を行う

にあたっては、近隣農業者の理解はもとより、周

辺から使用禁止資材が飛来し又は流入せず、「は

種(しゅ)」（種まき）又は植え付け前２年以上化

学肥料や化学合成農薬を使用していないなどの条

件を満たす必要があることから、有機農業を行う

ために農地を借りたい人と貸したい人を繋ぐ必要

がある。 

このような理由から、以下の項目を要望する。 

①安定して有機農産物を生産できる技術の習得

や新たな販路開拓に向けた支援、有機農業に

対する消費者等の理解促進や有機農産物のＰ

Ｒなどさらなる推進を図ること。 

②活用できる農地等の情報をインターネットで

検索できるようにするなど、農地情報の提供

を積極的に行うこと。 

③半農半Ⅹなどの小規模耕作者の農地確保に対

する取組や、近隣で慣行農業を行う方々に対

して有機農業への理解促進を図る取組を強化

していくこと。 

 

有機農業の普及拡大を図るため、有機農業を志向

する方を対象にした研修会を開催するほか、マニュ

アルの活用により栽培技術の普及・習得を推進する

とともに、シンポジウムの開催やＳＮＳを活用した

情報発信等により、生産者や消費者の理解促進を図

っていく。 
また、有機農産物の販路拡大に向けては、専門家

のノウハウを活用しながら、道の駅への販売コーナ

ーの設置やマルシェの開催などを促進していく。 
さらに、小規模耕作者を含めた農地利用希望者に

対し、農地の確保を含めた就農相談を実施するとと

もに、県農地中間管理機構がホームページで公開し

ている遊休農地情報などの活用を促していく。 



（単位：千円） 
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要  望  事  項 回       答 

９ 農・林・商・工における担い手の確保と育成支

援の推進 

 

 （１）農業 

持続可能な農業を確立するため、担い手を創

出することが重要であり、これからも新規就農

者を募る活動は止めてはならない。しかしなが

ら、人口減少化や多様化した社会の中で人材確

保は大変厳しいものである。その中において、

様々な情報の共有化を図ると同時にスマート農

業の推進を図り、県内すべての生産者による情

報の共有化を図り、より儲かる農業へと進化す

るために、生産性を向上させるべきと考えるこ

とから、以下の項目を要望する。 

①担い手不足が深刻な状況下にあるため、営

農に必要な情報を集約し、例えば、現場に

行かずとも営農が可能となるようなスマー

ト農業の推進を図ること。 

②環境負荷の低減や気候変動等に対応した技

術開発と品種開発を推進するとともに、生

産技術等のデータ化により、勘と経験の見

える化を図ること。 

③就農者の増加を目指すと同時に離農者の減

少を図ること。 

 

（２）林業 

  林業大学校が創設され、初年度の入学者は２

１名であり、まずまずの走り出しと考える。 

しかしながら、林業従事者の数は長期的に減

少傾向にあり、総務省の国勢調査によれば、２

０２０年には４万４千人であり、高齢化率は２

５％で全産業平均１５％に比べ高い水準にあ

る。 

新規就労者の確保、労働環境の改善及び木材

供給の安定化や木材価値の向上を図る必要があ

ることから、以下の項目を要望する。 

①林業大学校の運営の安定化と入学希望者が

増えるような魅力ある学校づくりを目指

し、林業の次代を担う人材の確保・育成を

図ること。 

②今後においても、あらゆる機会を創りなが

ら、ＵＩＪターン者を主な対象者とした伴

走型の就業支援を実施すること。 

③県産木材を使用した木造住宅建設の支援に

よる、県産木材の利用拡大の推進並びに東

京圏や海外等をターゲットにした販路拡大

を図ること。 

(1) スマート農業の推進を図るため、環境制御装置

などのスマート農業機器の導入や、生産技術等のデ

ータ化による効率化や生産性向上の取組などを促進

していく。 

また、試験研究機関において、環境負荷低減や気

候変動の影響緩和につながる新技術・新品種の開発

等を進めていく。 

さらに、地域農業の担い手を確保し、定着を図る

ため、本県農業の魅力などの情報発信を強化すると

ともに、就農希望者個々の状況に応じた技術習得な

どを支援していく。 

 

○新規就農者定着緊急支援事業費        11,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 林業人材の確保・育成に向けては、林業大学校

を中核的な拠点として、就業希望者向けの基礎的な

技術研修に加え、ドローン等を活用した最先端の技

術が習得できる実習など、魅力あるカリキュラムを

実施していく。 

加えて、この魅力あるカリキュラムの周知や、高

校生を対象とした林業体験の開催などにより林業人

材の確保に努めていく。 

また、県内外在住者を対象とした伴走型就業支援

を行い、幅広く林業人材の確保に引き続き取り組ん

でいく。 

県産木材の利用拡大等については、木造住宅等の

建設に対する支援に加え、「ウッドコレクション」

などの東京圏におけるイベントへの出展や海外輸出

の試行支援など、木材需要の創出を積極的に図って

いく。 
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要  望  事  項 回       答 

 （３）工業 

 新型コロナウイルス感染症の拡大による都市

のロックダウンや、国家間の移動制限、工場の

稼働停止に伴い、サプライチェーンが混乱し、

世界的に半導体不足が生じた。 

また、経済産業省の推計によると、世界の半

導体の市場規模は、２０３０年には、約９，０

００億ドルに成長すると予想され、さらには、

世界中で半導体産業の人材不足が指摘されてい

ることから、以下の項目を要望する。 

①国や関係機関、大学等と連携して、半導体

産業の人材育成を行うこと。 

 
 

(3) 半導体分野については、産学官金連携により設

置された「とちぎ未来技術フォーラム」において、

昨年度から企業の社員における半導体技術向上等を

目的とした講演会等を開催しているほか、今年度か

ら新たに、国が主催する半導体産業の人材育成等を

目的とした連絡会議に参画するなど、地元企業、大

学等と連携しながら、半導体関連産業で活躍できる

人材の育成等に取り組んでいく。 

１０ 教職員の適正配置の推進  

 栃木県教育振興基本計画２０２５の基本理念を

具現化するために掲げられている基本目標Ⅲ「未

来を切り拓く力の基礎を育む」ことや基本目標Ⅵ

の「教育の基盤を整える」ためには、教員が子ど

もたちと関わる時間を多く確保する必要がある。 

そのためには、教員が本来担うべき業務に専念

できるようにすることが必要であり、学校運営体

制の充実を図るためにも、現在不足している教職

員や非常勤職員を確保する必要があることから、

以下の項目を要望する。 

①補充教職員を充実させ、傷病休暇取得教職員

の補充や免許外教科担任解消等の非常勤職員

の配置を一層推進し、学校現場における教職

員不足の解消を図ること。 

②小学校の新学習指導要領における外国語（英

語）の必修教科化に伴い、専科教員の充実を

図ること。 

 

補充教職員の充実のため、傷病休暇職員の補充に

非常勤講師の配置を昨年度から全校種で可能とする

とともに、小規模の中学校においても、専門性の高

い非常勤講師を配置するなど、免許外教科担任の解

消に向けた取組を行っている。 

加えて、傷休等に伴う補充教員については、免許

状保有者の掘り起こしや退職教員等への更なる働き

かけを通して確保し、迅速な人員配置に努めてい

く。 

また、小学校における英語専科教員の配置につい

ては、教員採用試験で特別選考を実施し、英語力の

ある人材の採用に取り組むとともに、加配教員につ

いては、引き続き国に対し、増員を要望していく。 
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要  望  事  項 回       答 

１１ 社会に開かれた教育課程の実現に向けた学校

と地域の連携・協働のさらなる推進 

 

 文部科学省によると、新しい学習指導要領にお

ける重要な事項の全ての基盤となる考え方が「社

会に開かれた教育課程」であり、子どもたちが、

社会のつながりの中で学ぶことで、自分の力で人

生や社会をよりよくできるという実感を持つこと

ができ、変化の激しい社会において、困難を乗り

越え、未来に向けて進む希望や力になる。 

これからの学校には、社会と連携・協働した教

育活動を充実させることがますます求められてい

ることから、以下の項目を要望する。 

①学校と地域の連携・協働をさらに推進するた

めに、地域連携教員の社会教育主事有資格者

の割合を増やすこと。 

②市町教育委員会に対し、学校運営協議会や地

域学校協働本部の設置を促すとともに、地域

コーディネーターを県立学校全校に配置し地

域学校協働活動を推進すること。 

③学校、家庭、地域社会が連携協力し、交流活

動や体験学習、学習活動を通して子どもの生

きる力を育むとともに、家庭と地域の教育力

の向上を目指すふれあい学習のさらなる推進

を図ること。 

 

学校と地域の連携・協働活動を推進するため、教

員に対する社会教育主事講習の受講機会の充実によ

り、地域連携教員における有資格者の割合増加を図

るとともに、市町の地域学校協働本部の運営やコミ

ュニティ・スクールを支援するほか、調整役となる

地域コーディネーター等の人材養成研修の充実を図

っていく。 

また、学校と地域の連携・協働に向け、コミュニ

ティ・スクールや地域学校協働本部をこれから設置

しようとする学校関係者、地域住民等に対し、ガイ

ドとなる「学校と地域の連携・協働推進ハンドブッ

ク」の活用を促すことにより、市町における学校と

地域の連携・協働の体制整備を支援することでふれ

あい学習を促進し、多様な主体がつながり学び合う

地域づくりに努めていく。 
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要  望  事  項 回       答 

１２ 総合的な探究学習の時間・ＳＴＥＡＭ教育の

充実 

 

 高校では、新しい学習指導要領が全面実施さ

れ、その目玉の１つが「総合的な探究の時間」で

ある。探究学習は、生徒が自分の興味や学びたい

ことを見つけるきっかけとなり、大学への進学動

機にもつながり得るものである。ある新聞社の調

査によると、受験生の２人に１人が、学校推薦型

選抜や総合型選抜等のいわゆる年内入試で大学進

学をしているという調査結果があり、今後、年内

入試が拡大していくというのが専門家たちの共通

した見方である。年内入試は、面接や小論文を中

心とした大学入学の目的意識を問う試験であるこ

とから、探究学習を充実させる必要がある。ま

た、探究学習も行える学校図書館に整備し直す必

要があることから、以下の項目を要望する。 

①有意義な探究学習を実施するためには、外部

講師を招聘したり、調査資料・書籍等を充実

させる必要がある。栃木県立学校の図書購入

費は、平成２９年～令和３年度で１校当たり

平均１４万９千円であったが、近県の公立高

校では、約１２０万円の例もある。県内の一

部の学校では図書購入費や外部講師の謝礼な

どを当該校の教育活動の充実のため、ＰＴＡ

会費で負担している例も見られるが、ＰＴＡ

会費に頼りすぎない学校運営費の拡充を図る

こと。 

②今年度で終了となる未来を創る高校生地域連

携・協働推進事業やＳＴＥＡＭ教育推進事業

を次年度以降も継続させること。 

 

探究学習に必要となる外部講師や学習教材につい

ては、地域の人材や１人１台配付されている端末を

活用するなど、各校で様々な工夫が行われていると

ころである。 

今後は教育課程研究協議会や県立学校図書館研究

協議会等を通じて、効果的な探究学習のあり方や図

書館の活用法を研究し、各校へ横展開することで、

効率的で効果的な探究学習の更なる推進を図ってい

く。 

また、未来を創る高校生地域連携・協働推進事業

やＳＴＥＡＭ教育推進事業については、モデル校の

取組成果を県内の学校が共有できるよう、成果発表

会を開催することで、今後の県内高校の教育活動に

成果を反映させていく。 
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要  望  事  項 回       答 

１３ 読書活動の推進  
 子どもたちの学力向上や生きる力を育むために

は、読解力の向上が欠かせない。そのためには、

子どもたちの不読率を改善するための取組を強化

する必要がある。栃木県読書活動推進計画に基づ

き、特に子どもたちの読書活動の推進を図る必要

があることから、以下の項目を要望する。 

①栃木県立図書館から離れている地域でも県立

図書館を利用できるよう電子書籍を導入する

こと。 

②学校図書館の充実を図るために、栃木県立図

書館内に学校図書館を支援するための学校図

書館支援センターを設置すること。 

③学校図書館に、学校司書を専任で常駐させる

ことは、子どもの読書活動の推進に繋がるだ

けではなく、不登校児童・生徒の居場所とし

て学校図書館を活用している事例もあるな

ど、専任の学校司書配置する意義は広がりつ

つあるため、県内の全公立小中高校に、専任

の学校司書を配置すること。 

 

県立図書館が収集する専門書等は、電子書籍での

出版が少なく、また高額であるため、遠隔地に居住

する県民向けのサービスについては、引き続き検討

していく。 
また、県立図書館では、県全体の読書活動推進に

向けた講座・研修の実施等により学校図書館の運営

を支援しているが、これらの取組の更なる充実に向

け、より効果的な支援について検討していく。 
さらに、県立学校における学校司書については、

学校図書館研究協議会等を通じて、全校の司書、司

書教諭を対象とした研修を行い資質の向上を図ると

ともに、他県の学校司書の配置状況や学校図書館の

活用事例、先進事例等について情報収集を行うこと

により、効果的な配置に努めていく。 
加えて、市町立学校における学校司書について

は、国の第６次「学校図書館整備等５か年計画」に

基づく配置を促していく。 
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要  望  事  項 回       答 

１４ スポーツの力で栃木をより元気に  
 いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会が、県民総

スポーツの推進拠点たる「総合スポーツゾーン」

と県内各地において開催された。当時コロナ禍に

よる開催は、感染拡大に最大限に気を配りながら

であったものの、スポーツ関係者の方や選手から

は大会開催に対して大きな評価をいただき、県民

に勇気と感動を与える大会になった。また、多く

のボランティアによる参加協力により、成功裡へ

と導かれたものである。この大会により、スポー

ツが地域活性化等に寄与することを見直されたき

っかけになった。 

今後、スポーツが地域における様々な課題解決

と地方創生の一助を為すと考え、さらに積極的な

取組を行う必要があることから、以下の項目を要

望する。 

①サイクルイベント「ぐるとち」のような県民

誰もが参加できるイベントの充実を図るとと

もに、栃木県全域にわたる総延長７８０キロ

メートルのサイクルモデルルートを活かし、

例えばプロ選手が参加する大会「ツール・

ド・とちぎ」などを開催していくこと。 

②プロスポーツチームが多く存在するのは栃木

県の特徴であることから、各々のチームの人

気を活用し、関係人口・交流人口が大きくな

ることによる地域経済効果につながるような

取組を図ること。 

③県立スポーツ施設については、持続可能な施

設として有効活用されるよう収益性が高いと

見込まれるスポーツ大会やスポーツイベント

の招致に取り組むこと。 

 

県民参加型のスポーツイベントの充実を目指し、

市町や関係団体等と連携しながら、県民に対してス

ポーツの意義や楽しさについて情報発信していくほ

か、イベントへの積極的な参加を呼びかけていくと

ともに、サイクルモデルルートについては、イベン

ト等で活用されるよう市町等に働きかけていく。 
また、栃木県スポーツコミッションにおいて、プ

ロスポーツの活性化に向けた方策を検討しており、

その結果も踏まえながら、プロスポーツチームの高

い認知度や発信力を活用して、更なる誘客促進や地

域のにぎわい創出につなげていく。 
県立スポーツ施設については、スポーツ振興のほ

か収益性確保にもつながるよう、大会等開催費補助

金の周知に努めながら、より多くのスポーツ大会や

イベントの誘致を図り、更なる有効活用に向け取り

組んでいく。 
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要  望  事  項 回       答 

１５ 子育て支援の充実  

 今年度当初予算の柱と位置づけした少子化対策

である。その中でも、第２子保育料無償化につい

ては、すでに実施している佐野市、益子町、茂木

町、市貝町に加え、この４月から宇都宮市などで

実施。全県的には１０月から実施される予定であ

り、県としては１０月分から助成を実施する。 

こうした取組は、深刻さを増す少子化に歯止め

がかかるものと期待しているが、他県においても

同様な事業が実施されていることから、栃木県は

先進的な独自の展開を図り、更なる充実を求めて

いくべきと考える。 

ついては、理想の子ども数の低下傾向に歯止め

をかけるような取組を進め、県全体で育児しやす

い環境整備を図るために、以下の項目を要望す

る。 

①第２子保育料無償化においては、認可外の保

育施設については対象外となっていることか

ら、不公平感をなくすこと。 

②「ようこそ赤ちゃん！支え愛事業」の協賛企

業の支援の輪を広げるための活動を強化する

こと。 

③「こども食堂サポートセンター」が開所され

るが、栃木県警察本部が認知した昨年の児童

虐待件数は前年比６７件増の５２７件と増加

傾向にある。こども食堂は貧困支援にとどま

らず、さまざまな需要が高まっていることか

ら、こども食堂の持続可能な安定運営の支援

を図るとともに、設置されていない市町に

は、立上げられるよう併走支援を図り、親・

子共に相談しやすい環境整備を強化するこ

と。 

 

認可外保育施設を含む保育料の無償化等について

は、実施主体である市町が、地域の実情に応じて実

施しており、県は市町の取組を支援することによ

り、子育て支援の充実を図っている。 

今後とも、対象施設など市町におけるニーズを把

握しながら、子育て世帯の経済的負担の軽減に努め

ていく。 

また、「ようこそ赤ちゃん！支え愛事業」につい

ては、持続可能な制度とするため、今年度から企業

側のニーズ調査を実施するとともに事業の周知強化

を図るなど、更なる協賛企業の拡大に努めていると

ころであり、引き続き、企業や市町と連携しなが

ら、社会全体で子育てを応援する気運醸成に取り組

んでいく。 

さらに、こども食堂については、サポートセンタ

ーを今年秋頃に設置し、こども食堂に関する相談対

応のほか、運営者を対象としたセミナーの開催、食

材等を提供する支援者とのマッチングなど、こども

食堂の設置、運営等を側面的に支援することとして

おり、引き続き、市町とも緊密に連携しながら、様

々な事情を抱える家庭に対する地域での支援体制の

充実に努めていく。 

 

○とちぎ結婚・子育て気運醸成事業費      36,000 
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要  望  事  項 回       答 

１６ 女性が安心して自立して暮らせる社会の実現  
 男女共同参画の実現を目指し「日光声明」で取

り上げられた課題の解決に向け、より具体的に施

策展開を図り、男女共同参画先進県となるべく、

積極的な取組を要望する。 

①女性を取り巻く問題・課題は多岐にわたり、

一人ひとり求める支援も異なることにも十分

に配慮し、相談・保護・自立まで切れ目のな

い施策を推進すること。 

②根強い固定的な性別役割分担意識や無意識の

思い込みなどの早急な解消に向け、地域・企

業・学校など、それぞれに応じた意識啓発を

強化すること。 

 
 

新たに設置した「栃木県困難な問題を抱える女性

支援調整会議」を通じて、市町や関係機関との連携

を強化しており、引き続き、民間団体等も含めた様

々な支援機関との連携を深めながら、困難な問題を

抱える女性に対する切れ目のない支援に取り組んで

いく。 
また、固定的な性別役割分担意識や無意識の思い

込みの解消に向けて、企業の従業員向けの講座や若

者向けの学習機会の提供などにより、様々な世代や

場面に応じた効果的な啓発を実施していく。 

１７ 障がい者差別解消の推進  
 障害者差別解消法の改正に伴い、本年４月１日

から事業者による合理的配慮の提供が義務化され

た。しかし、現在充分な理解と対応がされている

とは言い難く、これまで以上に理解促進に向けた

取組を行い、障がい者自身、差別の解消を実感で

きる必要があることから、以下の項目を要望す

る。 

①事業者の意識向上と積極的な取組を促すた

め、仮称「とちまるやさしい認証」制度を導

入すること。 

②災害発生時、障がい者が避難所生活で戸惑う

ことなく、それぞれの障がい特性に応じた支

援が得られるよう、支援者等に向けた、具体

的かつ分かりやすい支援マニュアルの作成と

ヘルプマークの更なる普及啓発並びにヘルプ

マーク入りリストバンドの導入を進めるこ

と。 

③障がい者差別の解消には、障がいに対する理

解が何より重要であり、幼少期から理解促進

に向けた取組が必要であることから、教育現

場において、年齢に応じた対応をすること。 

④重度心身障害者医療費助成の方法が市町によ

って異なっている現状は好ましくない。速や

かに、全市町において現物支給体制を整える

こと。 

障害者差別対応指針や県が作成した相談対応事例

集等において、事業者と障害者による建設的対話の

重要性や合理的配慮の具体例等を示すことにより、

事業者の意識向上や積極的な取組につなげられるよ

う理解促進を図っており、今後も他自治体における

取組を研究しながら、効果的な普及啓発に取り組ん

でいく。 

また、障害者の避難に当たっては、障害の特性に

応じた災害対応マニュアルを作成し、対応方法につ

いて周知している。 

ヘルプマークについては、市町や関係機関と連携

し、更なる普及啓発に取り組むとともに、ヘルプマ

ーク付きリストバンドの導入を含めて効果的な施策

を検討していく。 

さらに、障害者の人権に関連した学習や交流活動

を計画的に実施するなど、引き続き、発達段階に応

じた人権教育の充実に努めていく。 

重度心身障害者医療費助成については、県財政に

及ぼす影響を踏まえつつ、実施主体である市町の意

向を注視しながら、今後の対応の方向性を検討して

いく。 



（単位：千円） 
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要  望  事  項 回       答 

１８ 認知症当事者やその家族への支援や居場所づ

くりを応援 

 

 厚生労働省の研究班は、全国から４つの自治体

を抽出して医師などが６５歳以上の高齢者につい

て認知症の診断を行い、それぞれの自治体の有病

率から将来の全国の認知症の人の数を推計した。

その結果、認知症の高齢者は団塊ジュニアの世代

が６５歳以上になる２０４０年には５８４万人あ

まりにのぼると２０２４年５月にＮＨＫが報道し

た。これは高齢者のおよそ１５％、６．７人に１

人にあたり、専門家は「今後１人暮らしの認知症

の人が増えるとみられ、家族の支援が限られる

中、地域でどう支えるかが課題だ」としているこ

とから、以下の項目を要望する。 

①２０１９年６月にとりまとめられた認知症施

策推進大綱では、「普及啓発・本人発信支

援」を認知症施策の柱の１つとしており、厚

生労働省では、認知症の人本人からの発信の

機会が増えるよう、都道府県ごとに「地域版

希望大使」を設置することを目指している。

「地域版希望大使」には、認知症サポーター

養成講座の講師であるキャラバン・メイト

や、都道府県が行う認知症の普及啓発活動に

参加・協力いただけることから、栃木県でも

希望大使を任命すること。 

②認知症に関する普及啓発は、もとより、認知

症バリアフリーの推進（認知症バリアフリー

に向けた取組を行おうとしている企業等が、

自らＷｅｂ上で「認知症バリアフリー宣言企

業」として宣言を行うことを通じて、認知症

の人やその家族の方々にとって安心して店舗

やサービス・商品を利用してもらったり、企

業等の人材育成や地域連携の取組を推進して

いく制度）、若年性認知症の人への支援、社

会参加支援（はたらくデイサービス事業所の

増加等）、認知症カフェなどの設置・普及な

ど、地域で認知症の人やその家族を支える仕

組みを強化すること。 

③認知症高齢者等の財産・権利を守るために

も、とちぎ権利擁護センター「あすてらす」

が行っている「日常生活自立支援事業」や成

年後見制度の利用を促進する必要がある。そ

のためにも成年後見制度の中核機関であるサ

ポートセンターの設置未定の市町に働きか

け、県内全市町の設置を目指すこと。 

「地域版希望大使」については、認知症の人本人

からの発信機会を確保するための重要な取組である

ため、任命に当たっては、認知症の人本人やその家

族の意向等を十分に踏まえ、関係機関と意見交換し

ながら検討を進めていく。 

引き続き、医療・介護をはじめ、地域住民や企業

等、社会のあらゆる領域の関係者と協働し、認知症

サポーターの養成、若年性認知症支援コーディネー

ターと相談機関等との連携支援、市町が設置する認

知症カフェの運営支援等により、認知症の人本人や

その家族を支える仕組みを強化していく。 

権利擁護支援を推進するため、とちぎ成年後見支

援センター等と連携し、制度の普及、相談体制の充

実を図るとともに、弁護士等の専門職の派遣や職員

研修等の実施により、市町における成年後見制度の

中核機関の設置を推進していく。 
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要  望  事  項 回       答 

１９ 中央児童相談所の施設整備  
 中央児童相談所の一時保護所に保護された女児

が、同時期に一時保護されていた男児から性的被

害を受け、児童相談所の注意義務違反があったと

した損害賠償請求事件を受け、早急に施設改修を

行う必要があることから、以下の項目を要望す

る。 

①来客トイレと２つの面接室においては、同じ

ような問題行動が起きないよう改修するこ

と。 

 

 

児童の一時保護に当たって、一時保護所の２つの

面接室を使用する場合は、異性が同時に長時間使用

することや児童のみで過ごす時間がないよう適切に

見守りを行うなど運用の改善を図っており、今後と

も、安全対策や児童への対応について適時点検、見

直しを行いながら、児童の安全管理の徹底に努めて

いく。 

２０ 誰ひとり取り残さない、持続可能なとちぎ  

 とちぎ行革プラン２０２１〔栃木県行財政改革

大綱（第７期）〕によると、「多様な主体との連

携・協働の推進」、「効果的・効率的な県政運 

営の推進」、「持続可能な行財政基盤の確立」の

３つの目標のもと、「行政手続のデジタル化の推

進」など２４の具体的な取組を掲げ、全庁を挙げ

て不断の行財政改革を推進していくとある。 

特に、以下の４点について取組を強化していく

必要があると考えているため、以下の項目を要望

する。 

（１）企業等との協働 

①企業の強み等を活かした地域課題解決のた

め、企業版ふるさと納税や包括連携協定 

など、民間企業等との公民連携・協働をさ

らに推進すること。 

 

 

 

 

 

 

（２）効果的な行政評価・施策立案 

①とちぎ未来創造プランをはじめとした各種

計画について、ＰＤＣＡサイクルにより 

施策の効果及び達成度を検証し、改善を図

ること。 

②統計等のデータを積極的に活用し、県民ニ

ーズや行政課題を的確に捉えた効果的な施

策の立案（ＥＢＰＭ）に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 複雑化・多様化する地域課題等に的確に対応で

きるよう、引き続き、企業との包括連携協定の締結

等を行うほか、企業版ふるさと納税の更なる活用に

向け、民間企業が行う成功報酬型のマッチング支援

を新たに導入することで、官民が連携・協働して取

組を進める体制を強化していく。 

 

○企業版ふるさと納税促進事業費      4,000 

 

 

 

(2) 「とちぎ未来創造プラン」及び「とちぎ創生１

５戦略（第２期）」等については、ＰＤＣＡサイク

ルによる政策評価として、指標の達成状況等を踏ま

えた現状評価、課題の抽出、取組の見直し・立案を

毎年度行っており、翌年度以降の施策へ適切に反映

していく。 

また、データ利活用による効果的な施策の立案を

図るため、県・市町職員向けの研修を実施するな

ど、引き続きＥＢＰＭの推進に取り組んでいく。 
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要  望  事  項 回       答 

 （３）基金の債券運用 

①２０２４年３月に提出された、２０２３年

度包括外部監査報告書によると、現状の基

金の一括運用については、「不合理であっ

て機会損失が大きいことから、運用の見直

しの必要がある。」との指摘があった。今

後は金利上昇も見込まれることから、債券

運用のみならず、見合定期預金や一時借入

金、繰替運用の部分についても含めた一括

運用計画の見直しをすること。 

②債券運用に関しては、他県での取組状況を

調査研究し、さらに、担当職員において債

券運用に係る知識を習得し、外部アドバイ

ザー等の助言を聴取しながら、効率的な運

用を図ること。 

③群馬県では、減債基金を中心に債券運用を

行い、２０２２年度において約８億円の運

用益があったことから、本県においても、

群馬県を参考に、積極的な債券運用を行う

こと。 

 

（４）県出資法人等の自立的な経営 

①出資法人等に対し、経営の適正化や業務の

活性化等に向けて、必要かつ適切な指導等

を引き続き行うとともに、法人に社会経済

情勢や県民ニーズの変化に対応した効率的

で質の高いサービスを提供させるなど、県

出資法人等を有効活用し、県が行う事業の

縮充を図っていくこと。 

(3) 安全性と流動性の確保を図った上で効率的に運

用するとの方針のもと、28の基金について一括運用

を行っており、各基金の状況を見ながら債券による

運用額を年々増やしている。 

今後の基金の一括運用については、包括外部監査

の指摘も踏まえ、経済や金利の動向等を注視しつ

つ、他県の状況や外部専門家の助言等を参考に知見

を深めながら、引き続き確実かつ効率的な運用に努

めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 県出資法人等は、県政運営の一翼を担い、県民

福祉の向上等のため大きな役割を果たしている。 

引き続き、各出資法人等が県施策の推進主体の一

つとして、質の高い公的サービスを効率的かつ効果

的に提供することができるよう、法人の自立的な運

営を尊重しながら、適切な助言等を行っていく。 



会報

R6.3.20 新会派結成!! パワー全開!!R6.3.20 新会派結成!! パワー全開!!

※●❶選挙区　●❷生年月日　●❸好きな食べ物　●❹カラオケ18番　●❺好きな映画　●❻今ハマっていること　●❼一度行ってみたい所　
　●❽一度やってみたいこと　●❾生まれ変わったら何になりたい　●10好きな言葉

共通点がいっぱい
あるんだまる！

夢と希望あふれる栃木を創る会活動報告

NO.1
2024.9

　その１　考え方、方向性が一緒！
　その２　物事に真っ直ぐ向き合い、何事にも信念を貫き、決してブレない！
　その３　いばらず、おごらず、気取らない！
　その４　“祭り”と聞くとすぐ飛んでいく大の祭り好き！
　その５　何より故郷とちぎが大・大・大好き！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ゆめ　　 き ぼう　　　　　　　 とち ぎ　　つく　  かい
この度、私たち３人で新たに「夢と希望あふれる栃木を創る会」を結成しました。
“今、多様性の時代”一人ひとり互いに認め合い、支え合う「共生社会」の実現を目指し、交渉
会派として、これまで以上に「活発に!! 迅速に!! より身近に!!」をモットーに、それぞれの個性
を認め合い、刺激し合い、より良い答えを導き出していけるよう頑張って参る所存です。
そして、さっそく７月の県外先進地視察を皮切りに、８月27日には９月補正予算に対する会派
要望書の提出、更には活動報告の一つとして会報『ひまわり』の発行に取り組みました。
県民の皆様方に信頼され、常に前向きで胸を張って活動する議員でいることの誓いを込め、
いつも太陽に向かって咲き誇る“ひまわり”のイメージを重ねて命名しました。
どうぞご一読ください。

メ　ン　バ　ー　紹　介

❶日光市
❷1961.1.21
❸フルーツ・焼肉
❹ら・ら・ら
❺風と共に去りぬ
❻リサイクルショップ廻り
❼サグラダファミリア
❽スカイダイビング
❾スーパードクター・お笑い女芸人
10ネバーギブアップ

❶鹿沼市
❷1969.7.22
❸豚足
❹世界に一つだけの花
❺ゴッドファーザー
❻ゴルフ
❼マチュピチュ遺跡
❽世界一周
❾スーパーマン
10流汗悟道

❶足利市
❷1973.6.15
❸シャインマスカット
❹年下の男の子
❺湯を沸かすほどの熱い愛
❻モルック、チェアダンス
❼ユニバーサルスタジオジャパン
❽ディズニーリゾート貸し切り 
❾警察官
10いつも元気でおせっかい‼
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なぜこの三人？！　県西地域在住だけじゃない…

県議会とちまるくん



　会派結成初の県外視察は、急遽、臨時議会開催という展開となり、当初、実施が危ぶまれましたが、
どうにか予定の内容を調査することができました。視察において学んだ事項を、今後、一般質問や
会派要望に取り入れ、しっかりと成果が出せるよう取り組んでまいります。

7月8～10日

和多屋別荘
　佐賀県で展開されている「佐賀バリアフリーツアー
センター」に登録されている旅館。センター所長でも
ある社長から直にお話を伺い、障害者、高齢者、ベ
ビーカーユーザーなど、全ての人が安心して旅行がで
きるお手伝いを行っているとのこと。「100人の障害
者が居れば、バリアの種類も100通りある」というバ
リアフリー基準の考え方に基づくおもてなしは素晴ら
しいものでした。

武雄市図書館
　2000年に開館した、図書館と歴史資料館などで構
成される市立の複合施設。日本初となる民間企業（ス
ターバックス・TUTAYA）による指定管理の図書館
で、年間1000件ものイベントを開催！ カフェ・本屋
も併設されており、2019年には、こども図書館も
オープンし、子どもからお年寄りまで多くの利用者で
連日賑わっているそうです。

九州大学伊都キャンパスの
価値創造型半導体人材育成センター

　半導体は、今や私たちの生活に絶対欠かせない物。日
本の最先端の半導体事業をけん引するスペシャリスト（社
会変革を起こす次の半導体技術を担う人材、半導体の社
会実装を通じた社会変革を担う人材、半導体の国内製造
を担う人材等）を、九州全体の産官学と連携し、育成、展
開しています。
　今後益々需要が高まる半導体業界において頼もしい
限りです。

福岡県スポーツコミッション
　福岡県の特徴は、二つの政令指定都市が大規模集客
施設（北九州国際会議場や福岡PayPayドーム他等）
を所有していることで国際級のスポーツイベントの開
催を可能としています。栃木県ではこれだけの大きな
集客施設を所有することは中々難しいものはあります
が、現在、栃木県の特徴である、東京からのアクセス
の良さ、豊富な自然資源（温泉利用者施設数全国９
位）を活かし、大規模大会の誘致に向けた体制整備と
スポーツ合宿の誘致に、積極的に取り組んでいます。
　今後は、先進的な事例を参考にしながら、栃木県な
らではのスポーツを通じた地域づくりと地域の発展、
並びに地域課題の解決を目指した制度作りに取組んで
行きたいと思った次第です。

階段には昇降機が設置、浴室・トイレは完全バリアフリー

お気軽にご意見・ご要望をお寄せください

あべひろみ事務所
日光市今市本町33‒2
☎（0288）23‒0123

湯澤英之事務所
鹿沼市石橋町1311 橋田ビル3階

☎（0289）60‒6760

大谷弥生事務所
足利市利保町2‒8‒18
☎（0284）42‒1413

⬆図書館

⬇スターバックス

TUTAYA➡

県 外 先 進 地 視 察県 外 先 進 地 視 察
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令和７年１月２４日 

 

栃木県知事 福田 富一 様 

 

夢と希望あふれる栃木を創る会 

代 表    あ べ ひろみ 

湯 澤 英 之 

大 谷 弥 生 

 

 

令和７年度当初予算及び県政の推進に関する要望書 

 

 

先般、栃木県選挙管理委員会が、昨年１０月に行われた衆議院選挙の本県小

選挙区と１１月の栃木県知事選挙の年齢別推計投票率を公表した。その内容は、

両選挙とも２０代前半が最低の投票率であり若年層の選挙離れが続いているこ

と、また、知事選挙においては、２０２０年の前回と比較して投票率が全世代

で下回り、特に高齢者の下落が目立ったというものであった。 

この結果については、私たち議員においてもしっかりと受け止めるべきもの

であり、県政が県民にとって身近に感じてもらえるような活動が求められてお

り、県民に制度や施策の内容を十分に理解してもらえるよう尽力しなくてはな

らないと考えるところである。 

不安定な国際情勢や円安などにより、ガソリンや食料品などの物価高騰が続

いており、県民生活は著しく困難な状況にあるため、今こそ、更に一歩、県民

に寄り添った県政づくりに尽力し、県民の声が反映された施策を展開していく

ことが必要である。 

このような状況を踏まえ、栃木県民の全ての方が、「夢と希望あふれる栃木」

を享受できるよう、それぞれの主旨を考慮の上、施策の反映を要望する。 
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１ ときめく観光の街づくり          

アフターコロナにおける観光産業は、インバウンド施策効果も相まって、コロナ禍前の

賑わいが戻ってきていると実感しつつ、その実、新たな課題も見えてきている。 

また、今後、自治体間の誘客競争は、更に激化するものと推察できることから、他県と

の差別化を図ることは必須であると考える。 

そこで、県は、これまで以上に観光産業に積極的に関わり、観光立県として、本県独自

のスタイルの構築が求められることから、以下の項目を要望する。 

（１）独自スタイルの構築 

①本県ならではの「食」をテーマに、各月、例えば“どこでもしもつかれ”や“ど

こでもけんちん汁”など、統一メニューを設定したり、今月はニラ月やある月は

トマト月間など統一食材を使用したメニューを県内各地域で提供していく等のし

かけを各市町と連携して進めていくこと。（継続） 

②足利市では歴史・文化資源と「灯りと光」を融合させた夜景観光コンテンツを推

進しているが、今後観光資源として夜景の価値が更に高まることが期待されてい

る。県内各地域と連携のもと、夜景観光を推進すること。 

  ③障がい者や高齢者が安心安全に過ごすことができるよう、バリアフリー観光   

の推進に向けた協議会の設置及び環境整備に対する支援策を講じること。（継続） 

 

（２）インバウンド拡大への対応 

①インバウンド誘客が好調の中にあって、観光業（ホテル・旅館）に携わる人材不

足は喫緊の課題であることから、外国人材の確保に向けた対策を講じること。

（継続） 

②訪日外国人客の増加により、民泊サービス（住宅宿泊事業法）の利用も右肩上が

りの中、災害発生時の対応に不安があり、また、マナー違反によるオーバーツー

リズム問題が取りざたされていることから、早急の対策を講じること。（継続） 
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２ 国土強靱化の更なる推進                

近年、豪雨や竜巻、地震等の自然災害が頻発化・激甚化している。災害が少ないとされ

ている本県においても避難勧告が出される現状を踏まえ、防災・減災対策を早急に進めて

いくべきである。 

また、２０２０年１２月に閣議決定された「防災・減災、国土強靱化のための５カ年加

速化対策」については、各年度の補正予算のほか、防災・減災・国土強靱化緊急対策事業

債においては、起債充当率１００％、元利償還金の５０％が交付税措置されるなど、国の

財政支援や地方財政措置のもと事業を実施しているところであるが、これらの措置は令和

６年度第１次補正予算が最終年度となり、次年度以降の見通しが立っていないことから、

以下の項目を要望する。 

①令和７年度当初予算においても、これまでの取組を止めることなく防災・減災、国土

強靱化対策に関する事業が実施できるよう、物価や人件費の上昇分も上乗せした予

算を確保すること。 

②河川の氾濫や越水による被害を防ぐため、適正な河川の維持管理に努めること。（継

続） 

③土砂災害を防ぐため、危険箇所整備を早急に行うこと。（継続） 

④河川砂利等の採取希望者の公募については、積極的に行うこと。また、公募情報につ

いては、県ホームページの内容を充実させるとともに、受入れの申請手続きの簡素

化を図ること。 

 

３ 野生鳥獣被害軽減に向けた対策の強化  

 近年、イノシシやシカ、サル、クマなどが民家近くまで、現れるようになった。 

今後は、民地への侵入被害や人命を守るためにも、捕獲以外の自衛対策についても強化

を図る必要があることから、以下の項目を要望する。 

①野生鳥獣からの被害を軽減するため、ＩＣＴを活用した捕獲・被害防除技術の実証後

に、積極的に取り入れること。（継続） 
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②県では、栃木県ツキノワグマ管理計画（五期計画）を策定中であるが、令和６年７月

に、全国的なクマによる人的被害多発を受け、人の日常生活圏に侵入したり、侵入

のおそれが大きかったりするなどの要件を満たせば「緊急銃猟」として、自治体の

判断によるハンターの発砲を容認するなどの鳥獣保護管理法改正に関する対応方針

が示された。法改正が行われた場合は、速やかに対応するとともに、クマに遭遇し

ないための知識など、県民に対し自衛手段を十分に周知すること。 

 

４ 外来生物対策の強化                  

（１）クビアカツヤカミキリ 

２０２３年度特定外来生物クビアカツヤカミキリの被害状況等によると、県内にあ

る公園や住宅地等において、新たに３，２３６本の被害木が確認された。拡散防止を図

るため、市町と連携して監視ポイントを増設し、監視を強化するなど防除対策を実施し

ている状況であるが、両毛地区の被害状況は依然厳しく、今後も防除対策を強化する必

要があることから、以下の項目を要望する。 

①公園や住宅地等への新規被害木を減らすためにも、近隣県である群馬県や埼玉

県、県内各市町と連携し、防除対策を強化すること。（継続） 

 

（２）キョン 

千葉県で大繁殖し、千葉県だけでも約８万６千頭が生息するという特定外来生物で

ある小型のシカ「キョン」は近年、茨城県内で４件の目撃情報が出ており、県をまたい

だ生息地域の拡大が懸念されている。本県ではまだ見つかっていないが、茨城県筑西市

や下妻市で、オス１頭がそれぞれ確認されたことから、近い将来、本県に到達する可能

性は高い。 

茨城県では、報奨金を設定し、１頭あたりの駆除で３万円、目撃情報の提供者にも

２千円の拠出を決めたところ、多くが誤情報であったものの、住民への周知には効果が

あった。 
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本県においても状況を注視し、防除体制を構築する必要があることから、以下の項

目を要望する。 

 ①茨城県や千葉県と連携し、情報の共有・監視・防除対策を実施していくこと。 

 

５ ヤマビルの効果的な防除対策の確立                  

森林施業や県民生活、釣りを楽しむ方々への支障が懸念されるヤマビルについて、効果

的な防除対策を確立する必要があることから、以下の項目を要望する。 

①これまでの取組の検証を踏まえた実証実験を地域ごとに行い、具体的な成果につなが

る施策を実施すること。 

 

６ ナラ枯れ被害の拡大防止                          

 ２０２４年４月から１０月までの栃木県内の「ナラ枯れ」による被害樹木数は、過去最

多の１４，１１４本と、前年度に比べ１．５倍となり、今年度は、新たに４市町（日光

市、茂木町、塩谷町、那須町）で被害が確認された。 

 また、林野庁が公表した全国のナラ枯れ被害量（被害材積）の推移をみても、近隣県の

群馬県や福島県も被害量が大幅に拡大していることから、以下の項目を要望する。 

①ナラ枯れは、５～６年周期に被害木が急増する傾向があり、２０２５年度はその周期

にあたるため、令和７年度当初予算においては、ナラ枯れ被害緊急対策事業費を十分

に確保すること。 

②景観を守るため、また観光地へ向かう道路周辺の倒木等による電線切断に伴う火災を

防ぐためにも、電線付近にある被害木については、特に駆除対策と合わせ予防対策を

強化すること。 

 

７ 特殊詐欺等犯罪被害防止に向けた警察組織の強化          

近年、特殊詐欺や空き家対象の侵入窃盗、神社の銅板屋根や太陽光発電施設対象の金属

盗、いわゆる闇バイトによる犯罪が多発していることに加え、地域コミュニティ力の低下

などにより、県民の身近な交番への期待や重要度は、一層増している。 
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また、闇バイトについては、仕事の内容を明らかにせずに著しく高額な報酬の支払いを

示唆するなどして犯罪の実行者を募集し、犯罪に加担する青少年が増えている。 

さらに、２０２４年度現在、県内には８０か所の交番があり、今年度から、交番所長の

階級として全て警部補を配置し、１名の所長が複数の交番を兼務することになった。 

以上のことから、以下の項目を要望する。 

①令和７年栃木県警察基本姿勢及び重点目標のうち、特に県民の期待と信頼に応えられ

る警察組織となるよう、警察官を増員し、特に交番所長の兼務体制を改善すること。

（継続） 

②闇バイト等に関する情報の収集やＳＮＳ等からの削除、取締り等を推進すること。ま

た、バイトという言葉の軽さから青少年がアルバイト感覚で犯罪行為に加担しないよ

う闇バイトという呼称を見直した上で、教育や啓発を推進し、犯行に加担させないた

めの対策を強化すること。 

 

８ 高速道路逆走対策の推進                 

高速道路の逆走事故は社会的反響が大きく、逆走は命にかかわる危険行為であるため、

逆走を防止する早急な対策が必要と考えることから、以下の項目を要望する。 

①逆走の危険性について積極的に周知啓発するとともに、逆走防止に向けた具体的な対

策を講じること。（継続） 

 

９ 警察活動における暑熱対策の推進             

近年、我が国では、年平均気温が上昇し、夏季において猛暑日や熱帯夜の日数が年々増

加している中で、警察活動における暑熱対策を適切に講じることは、警察職員の命や健康

を守る観点のほか、警察活動の能率的な遂行を確保する観点からも極めて重要な課題とな

っている。 

本県警察本部では、２０２４年７月末に、暑熱対策に資する資機材の活用を指示したと

ころであるが、被服及び装備品の運用面について、更なる改善が必要であることから、以

下の項目を要望する。 
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①通気性等に優れた生地への変更や、空調服の導入などを検討した上で改善を図ること。

（継続） 

 

１０ 農地の活用と有機農業に対する理解促進          

２０２１年３月に策定された栃木県有機農業推進計画（３期計画）によると、有機農業

は、農業の自然循環機能を大きく増進し、かつ、農業生産に由来する環境への負荷を低減

するものとあり、さらに、近年、有機農業が生物多様性保全や地球温暖化防止等に高い効

果を示すことが明らかになってきており、その取組拡大は農業施策全体及び農村における

国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成にも貢献するものとある。 

また、栃木県内では、有機農業の取組は増加しているものの、更なる推進を図る必要が

ある。県内に移住・定住された方々の中には、農業に関わりたいという方も多く、特に有

機農業に関心が高い状況がある。 

しかしながら、農家でない者が有機農業を行うにあたっては、近隣農業者の理解はもと

より、周辺から使用禁止資材が飛来し又は流入せず、「は種(しゅ)」（種まき）又は植え

付け前２年以上化学肥料や化学合成農薬を使用していないなどの条件を満たす必要がある

ことから、有機農業を行うために農地を借りたい人と貸したい人をつなぐ必要がある。 

このような理由から、以下の項目を要望する。 

①安定して有機農産物を生産できる技術の習得や新たな販路開拓に向けた支援、有機農

業に対する消費者等の理解促進や有機農産物のＰＲなど更なる推進を図ること。

（継続） 

②活用できる農地等の情報をインターネットで検索できるようにするなど、農地情報の

提供を積極的に行うこと。（継続） 

③半農半Ⅹなどの小規模耕作者の農地確保に対する取組や、特に有機農業を志向する方

を対象にした研修会のみならず、近隣で慣行農業を行う方々に対して有機農業への理

解促進を図る取組を強化すること。 
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１１ 農・林・商・工における担い手の確保と育成支援の推進 

（１）農業                                

 持続可能な農業を確立するため、担い手を創出することが重要であり、これからも新

規就農者を募る活動は止めてはならない。しかしながら、人口減少化や多様化した社会

の中で人材確保は大変厳しいものがある。その中において、様々な情報の共有化を図る

と同時にスマート農業の推進を図り、県内全ての生産者による情報の共有化を図り、よ

り儲かる農業へと進化するために、生産性を向上させるべきと考えることから、以下の

項目を要望する。 

①にらの生産振興に向けて、初期投資の負担軽減及び出荷調整に係る労力軽減のた

め、ハウス・調整機の導入助成を検討すること。また、販売量確保とブランド確立

に向けて安定した種子供給体制を整備すること。 

②いちごの生産振興については、生産拡大に向けて、初期投資の負担軽減のための施

設整備や機器の導入助成の拡充を図ること。 

③就農者の増加を目指すと同時に、離農者の減少を図ること。（継続） 

④とちぎ和牛の消費拡大の強化について、肥育牛に関して、特に和牛の消費減退と価

格低迷が顕著であることから、栃木県内での「とちぎ和牛」販促活動によるブラン

ド力強化と消費拡大対策の支援を拡充すること。 

⑤台湾向け「とちぎ和牛」の輸出拡大を目的とした販路拡大や輸入規制対応等に係る

支援を検討し、取り組むこと。 

 

（２）林業                              

  林業大学校が創設され、初年度の入学者は２１名であり、まずまずの走り出しと考え

る。 

しかしながら、林業従事者の数は長期的に減少傾向にあり、総務省の国勢調査によ

れば、２０２０年には４４，０００人であり、高齢化率は２５％で全産業平均１５％に

比べ高い水準にある。 
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新規就労者の確保、労働環境の改善及び木材供給の安定化や木材価値の向上を図る

必要があることから、以下の項目を要望する。 

①林業大学校の運営の安定化と入学希望者が増えるような魅力ある学校づくりを目

指し、林業の次代を担う人材の確保・育成を図ること。（継続） 

②今後においても、あらゆる機会を創りながら、ＵＩＪターン者を主な対象者とし

た伴走型の就業支援を実施すること。（継続） 

③県産木材を使用した木造住宅建設の支援による、県産木材の利用拡大の推進並び

に東京圏や海外等をターゲットにした販路拡大を図ること。（継続） 

 

（３）商業                      

  ２０２１年の経済センサス活動調査における栃木県内の商工業者数は、５年前の調査

に比べ減少しており、商工業者数の減少に歯止めをかけることは、喫緊の課題である。 

  さらに、世界に羽ばたく人材を育成することも重要であるが、郷土愛やふるさと意識

を醸成し、特に高校生の時に、地元の産業や企業について理解を深めることは、県外へ

進学した生徒が就職する際、地元企業への就職意識を固め、雇用につながることが期待

される。 

以上のことから、以下の項目を要望する。 

  ①地域の将来を担う人材を育成・確保する観点から、県内高等学校においてインター

ンシップ事業を推進し、生徒の勤労観、職業観を育成し、進路への意識や意欲の向

上を図るとともに、生徒はもとより教師にも地元の産業や企業について理解を深め

る機会（地元企業の説明会等）を設ける取組を推進すること。 

②外国人材雇用について、各産業における国内人材の不足は明らかであり、外国人材

はこれまで以上に重要度が増しているため、県内企業のニーズの把握に努めるとと

もに、外国人留学生の県内企業への就職を促進し、共生社会の実現を目指すこと。 

③物価高騰が続く中で、県民の暮らしを守る生活支援を行うとともに、消費を下支え

し経済を活性化するための取組を行うこと。例えば、各市町が地元企業や商店など

の支援と活性化を図るために実施しているプレミアム商品券にポイントを上乗せす

るなど、県民生活を応援すること。 
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（４）工業                            

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による都市のロックダウンや、国家間の移動制

限、工場の稼働停止に伴い、サプライチェーンが混乱し、世界的に半導体不足が生じた。 

また、経済産業省の推計によると、世界の半導体の市場規模は、２０３０年には、

約９，０００億ドルに成長すると予想され、さらには、世界中で半導体産業の人材不足

が指摘されていることから、以下の項目を要望する。 

①半導体産業の集積が先行する九州地域の現状も把握しながら、国や関係機関、大

学等と連携して、半導体産業の人材育成を行うこと。 

 

１２ 教職員の適正配置の推進               

栃木県教育振興基本計画2025の基本理念を具現化するために掲げられている基本目標Ⅲ

「未来を切り拓く力の基礎を育む」ことや基本目標Ⅵの「教育の基盤を整える」ためには、

教員が子どもたちと関わる時間を多く確保する必要がある。 

そのためには、教員が本来担うべき業務に専念できるようにすることが必要であり、学

校運営体制の充実を図るためにも、現在不足している教職員や非常勤職員を確保する必要

があることから、以下の項目を要望する。 

①補充教職員を充実させ、傷病休暇取得教職員の補充や免許外教科担任解消等のための

非常勤職員の配置を一層推進し、学校現場における教職員不足の解消を図ること。

（継続） 

②小学校の学習指導要領における外国語（英語）の教科化に伴い、専科教員の充実を図

ること。（継続） 

 

１３ 社会に開かれた教育課程の実現に向けた学校と地域の連携・協働の更

なる推進                         

文部科学省によると、学習指導要領における重要な事項の全ての基盤となる考え方が

「社会に開かれた教育課程」であり、子どもたちが、社会のつながりの中で学ぶことで、
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自分の力で人生や社会をよりよくできるという実感を持つことができ、変化の激しい社会

において、困難を乗り越え、未来に向けて進む希望や力になる。 

これからの学校には、社会と連携・協働した教育活動を充実させることがますます求め

られていることから、以下の項目を要望する。 

①学校と地域の連携・協働を更に推進するために、地域連携教員の社会教育主事有資格

者の割合を増やすこと。（継続） 

②市町教育委員会に対し、学校運営協議会や地域学校協働本部の設置を促すとともに、

地域コーディネーターを県内公立学校全校に配置し、地域学校協働活動を推進する

こと。（継続） 

③学校運営協議会や地域学校協働本部、地域コーディネーターの養成研修会などについ

ては、会場となる総合教育センターから遠隔地に居住する県民でも受講しやすい環境

を整える必要があることから、教育事務所単位でのサテライト研修の開催を推進する

こと。 

④学校、家庭、地域社会が連携協力し、交流活動や体験学習、学習活動を通して子ども

の生きる力を育むとともに、家庭と地域の教育力の向上を目指すふれあい学習の更な

る推進を図ること。（継続） 

 

１４ 総合的な探究の時間・ＳＴＥＡＭ教育の充実強化  

 現行の学習指導要領から「総合的な探究の時間」が開始されたが、探究学習がＩＣＴ端

末で検索するのみで終わってしまう状況も見られる。探究学習は、生徒が自分の興味や学

びたいことを見つけるきっかけとなり、大学への進学動機にもつながり得るものである。

ある新聞社の調査によると、受験生の２人に１人が、学校推薦型選抜や総合型選抜等のい

わゆる年内入試で大学進学をしているという調査結果があり、今後、年内入試が拡大して

いくというのが専門家たちの共通した見方である。年内入試は、面接や小論文を中心とし

た大学入学の目的意識を問う試験であることから、学問への興味関心を高める探究学習を

充実させる必要がある。また、学習センターや情報センター機能を有する学校図書館に整

備し直す必要があることから、以下の項目を要望する。 
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①栃木県立学校の図書購入費は、２０１９年度から２０２３年度までで１校当たり平均

１３万３千円であり、年々減少傾向にある。しかしながら、近県の公立高校では、約

１２０万円の例もある。有意義な探究学習を実施するためには、調査資料・書籍等を

充実させる必要があることから、図書購入費を増額すること。 

②今年度で終了となる未来を創る高校生地域連携・協働推進事業やＳＴＥＡＭ教育推進

事業の取組成果を県内の学校が共有・実施していくためには、地元企業等との連携

や専門知識を有する外部講師を招聘する必要もある。今後、当該事業を各学校の取

組として継続、展開していく中では外部講師の謝礼についてＰＴＡ会費の負担とな

らないよう、学校管理費の増額を図ること。（継続） 

③高校の学校図書館図書費並びに学校司書費においても、地方交付税措置されるよう国

に働きかけること。 

 

１５ 読書活動の推進                   

 子どもたちの学力向上や生きる力を育むためには、読解力の向上が欠かせない。そのた

めには、子どもたちの不読率を改善するための取組を強化する必要がある。栃木県読書活

動推進計画に基づき、特に子どもたちの読書活動の推進を図る必要があることから、以下

の項目を要望する。 

①栃木県立図書館から離れている地域でも県立図書館を利用できるよう電子書籍を導入

したり、また、市町立図書館や企業等へ毎日希望する書籍が届けられるようにするな

ど県民の利便性を図ること。 

②学校図書館の充実を図るために、栃木県立図書館内に学校図書館を支援するための学

校図書館支援センターを設置し、これまで以上に連携を図るためにも司書教諭経験者

を配置すること。 

③学校図書館に、学校司書を専任で常駐させることは、子どもの読書活動の推進につな

がるだけではなく、不登校児童生徒の居場所として学校図書館を活用している事例も

ある。県立学校に学校事務と兼務で配置されている学校司書については、学校事務を

スリム化し学校司書業務にあたる時間を増やすこと。また、専任の学校司書を配置す
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る意義は広がりつつあるため、県内の全公立小・中・高校に、専任の学校司書を配置

すること。 

 

１６ 学校統合等に係る費用への対応                    

第三期県立高等学校再編計画によると、統合に当たっては、各地区における学校の役割

や特色、学校間の距離にも配慮しながら、各校が培ってきた伝統や教育力を十分に継承

し、更なる発展につながる組合せを検討します、とある。しかしながら、学校統合を行っ

た足利高校では、旧足利高校のグラウンドの土地を借用することにしたがために、度重な

る借用期間や条件の変更があり、教育現場や学校関係者・保護者などに負担を強いること

になったことから、以下の項目を要望する。 

①今後、学校を統合するにあたり対象となる学校については、施設の敷地借用は極力避

け、もし仮に借用となった場合でも、借用することで生じる経費は学校運営に係る経

費ではなく、使途を特定した別の予算を確保すること。 

 

１７ スポーツの力で栃木をより元気に        

我が国は、これまで２０２０オリンピック・パラリンピック東京大会の開催やスポーツ

庁の設置、地域スポーツコミッションへの支援等に積極的に取り組み、地域活性化とスポ

ーツ振興並びに国民の健康づくりに取り組んでいる。 

本県においても、２０２２年にいちご一会とちぎ国体・とちぎ大会が開催され、武道ツ

ーリズムのモニターツアーが昨年に実施され、今後の展開に期待している。また、スポー

ツは健康増進につながるものであり、本県ならではの、スポーツ立県に取り組むべきと考

えることから、以下の項目を要望する。 

 ①プロスポーツチームが多く存在するのは栃木県の特徴であることから、各々のチーム  

の人気を活用し、関係人口・交流人口が大きくなることによる地域経済効果につな

がるような取組を行うこと。（継続） 

②県立スポーツ施設については、持続可能な施設として有効活用されるよう収益性が高

いと見込まれるスポーツ大会やスポーツイベントの招致に取り組むこと。（継続） 
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③市町が有するスポーツ施設が有効活用されるよう、各種スポーツのイベントの開催や

合宿の誘致に積極的に取り組むこと。 

④子どもが自分の好きなスポーツ活動を十分に行えるよう、地域クラブの活動支援等に

よりスポーツ活動における環境づくりを図ること。 

 

１８ 女性が安心して自立して暮らせる社会の実現 

男女共同参画の実現を目指し「日光声明」で取り上げられた課題の解決に向け、より具

体的に施策展開を図り、男女共同参画先進県となるべく、積極的な取組を要望する。 

①女性を取り巻く問題・課題は多岐にわたり、一人ひとり求める支援も異なることにも

十分に配慮し、相談・保護・自立まで切れ目のない施策を推進すること。（継続） 

②根強い固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込みなどの早急な解消に向け、地

域・企業・学校など、それぞれに応じた意識啓発を強化すること。（継続） 

 

１９ 子育て支援の充実        

本県の出生数は、１９７３年以降減少を続け、１９７０年代前半の３分の１程度まで減

少している。少子化トレンドを反転させるために、県民ニーズをしっかりと捉えるべきで

あると考える。 

本県は、産科医師数の不足や分娩取扱施設のない市町があること、小児科が減少傾向で

あることから、安心して産むことができる医療機関の整備が急務である。 

また、養育費・教育費は物価高騰によりその影響も及んでいる。 

子育てしやすい環境を持続的に提供できるよう本県行政サービスの向上と充実に取り組

んでいくべきであるとともに、全ての子育て家庭の状況を妊娠期から把握し、各家庭のニ

ーズに応じた支援を切れ目なく行う市町を支援していくべきと考えることから、以下の項

目を要望する。 

①第２子以降保育料等免除事業においては、認可外の保育施設については対象外となっ

ていることから、不公平感をなくすこと。（継続） 
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②「ようこそ赤ちゃん！支え愛事業」の協賛企業の支援の輪を広げるための取組を強化

すること。（継続） 

③昨年１０月に「栃木県こども（地域）食堂サポートセンター」が開所されたが、栃木

県警察本部が認知した昨年の児童虐待件数は前年比６７件増の５２７件と増加傾向

にある。こども食堂は貧困支援にとどまらず、さまざまな需要が高まっていること

から、こども食堂の持続可能な安定運営の支援を図るとともに、親・子が共に相談

しやすい環境整備を強化すること。（継続） 

④無痛分娩に対する助成制度を設け、産みやすい環境整備に取り組むこと。 

⑤学校給食費無償化の議論については、国の動向を注視しながら進めていくこと。 

⑥子どもの成長に合わせ、子どもの居場所となる多様な遊び場を整備すること。 

 

２０ 障がい者差別解消の推進          

障害者差別解消法の改正に伴い、昨年４月１日から事業者による合理的配慮の提供が義

務化された。しかし、現在充分な理解と対応がされているとは言い難く、これまで以上に

理解促進に向けた取組を行い、障がい者自身、差別の解消を実感できる必要があることか

ら、以下の項目を要望する。 

①事業者の意識向上と積極的な取組を促すため、仮称「とちまるやさしい認証」制度を

導入すること。（継続） 

②災害発生時に障がい者が避難所生活で戸惑うことなく、それぞれの障がい特性に応じ

た支援が得られるよう、支援者等に向けた、具体的かつ分かりやすい支援マニュア

ルの作成とヘルプマークの更なる普及啓発並びにヘルプマーク入りリストバンドの

導入を進めること。（継続） 

③障がい者差別の解消には、障がいに対する理解が何より重要であり、幼少期から理解

促進に向けた取組が必要であることから、教育現場において、年齢に応じた対応を

行うこと。（継続） 

④重度心身障害者医療費助成の方法が市町によって異なっている現状は好ましくないこ

とから、速やかに、全市町において現物支給体制を整えること。（継続） 
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⑤マイナ保険証を読み取る顔認証付きカードリーダーは、テンキーを外付けできる、他

人に聞かれずに音声ガイドにより暗証番号を入力できる等、視覚障がい者が操作で

きる仕組みが標準となるよう国に働きかけること。また、標準となるまでの間は、

視覚障がい者への人的支援を必ず行うように医療機関などに周知を行うこと。 

 

２１  高齢者の生活支援サービスと高齢者の社会参加 

平均寿命や健康寿命が延び、現実的に人生１００年の生活設計が必要になってきてい

る。このような中、２０５０年には、本県の高齢化率は４０％近くになると予想されてお

り、高齢者にあった地域づくりが必要と考える。栃木県は、車社会であり、高齢者の車の

利用は、高い状況にある。多くの高齢者は、人に迷惑をかけることがないように心がけて

いるものの、生活する上で必要なことから手放せずにいる。こうした環境を鑑み、高齢者

の生活支援サービスを確立するとともに、高齢者がいつまでも様々な機会に社会参加でき

る地域づくりを推進すべきと考える。 

県内の自治体では、その地域づくりに取り組んでいるところもあるが、自治体の財政状

況等により、取組状況にバラつきがある。県内どこに住んでも、高齢者が安心して暮らせ

る地域づくりに取り組むことが必要であることから、以下の項目を要望する。 

（１）医療・買い物支援 

①県内市町のどこでも誰でも同じように病院に受診でき、また、買い物などができる

体制整備に取り組むこと。 

②医療・買い物支援を現在実施している自治体については、そのサービスが持続可能

な制度となるよう取組に対する支援を行うとともに、現在そのサービスが確立され

ていない市町については、サービス体制の確立に向け、地域の実状に合わせた支援

に取り組むこと。 

 

（２）学習の機会・活躍の場の充実 

①高齢者への多様な学習機会を提供するとともに、高齢者自身の身近な地域で、何歳

になっても活躍できる機会の充実に取り組むこと。 
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（３）高齢者の再就職支援の充実・強化 

①高齢者が安心して再就職支援を受けることができるよう、支援の充実・強化を図る

こと。 

 

２２ 認知症当事者やその家族への支援や居場所づくりを応援 

 厚生労働省の研究班は、全国から４つの自治体を抽出して医師などが６５歳以上の高齢

者について認知症の診断を行い、それぞれの自治体の有病率から将来の全国の認知症の人

の数を推計した。その結果、認知症の高齢者は団塊ジュニアの世代が６５歳以上になる２

０４０年には５８４万人あまりにのぼると２０２４年５月にＮＨＫが報道した。これは高

齢者のおよそ１５％、６．７人に１人にあたり、専門家は「今後１人暮らしの認知症の人

が増えるとみられ、家族の支援が限られる中、地域でどう支えるかが課題だ」としている

ことから、以下の項目を要望する。 

①２０１９年６月に策定された認知症施策推進大綱では、「普及啓発・本人発信支援」

を認知症施策の柱の１つとしており、厚生労働省では、認知症の人本人からの発信

の機会が増えるよう、都道府県ごとに「地域版希望大使」を設置することを目指し

ている。足利市において、ぐんま希望大使を招いた認知症啓発イベントが開催され

たが、本人からの発信は極めて効果的であると感じた。さらに参加者からは、栃木

県でも「地域版希望大使」の任命を望む声が多数あった。栃木県でも希望大使を任

命すること。（継続） 

②認知症に関する普及啓発は、もとより、認知症バリアフリーの推進（認知症バリアフ

リーに向けた取組を行おうとしている企業等が、自らＷｅｂ上で「認知症バリアフ

リー宣言企業」として宣言を行うことを通じて、認知症の人やその家族の方々にと

って安心して店舗やサービス・商品を利用してもらい、また、企業等の人材育成や

地域連携の取組を推進していく制度）、若年性認知症の人への支援、社会参加支援

（はたらくデイサービス事業所の増加等）、認知症カフェなどの設置・普及など、

地域で認知症の人やその家族を支える仕組みを強化すること。（継続） 
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③認知症高齢者等の財産・権利を守るためにも、とちぎ権利擁護センター「あすてらす」

が行っている「日常生活自立支援事業」や成年後見制度の利用を促進する必要があ

る。そのためにも成年後見制度の中核機関であるサポートセンターの設置未定の市

町に働きかけ、県内全市町の設置を目指すこと。（継続） 

 

２３ 誰ひとり取り残さない、持続可能なとちぎ 

とちぎ行革プラン２０２１〔栃木県行財政改革大綱（第７期）〕によると、「多様な主

体との連携・協働の推進」、「効果的・効率的な県政運 営の推進」、「持続可能な行財

政基盤の確立」の３つの目標のもと、「行政手続のデジタル化の推進」など２４の具体的

な取組を掲げ、全庁を挙げて不断の行財政改革を推進していくとある。 

特に、以下の４点について取組を強化していく必要があると考えているため、以下の項

目を要望する。 

（１）企業等との協働               

 ①企業の強み等を活かした地域課題解決のため、企業版ふるさと納税や包括連携協定 

など、民間企業等との公民連携・協働を更に推進すること。（継続） 

 

（２）効果的な行政評価・施策立案                   

 ①とちぎ未来創造プランをはじめとした各種計画について、ＰＤＣＡサイクルにより 

施策の効果及び達成度を検証し、改善を図ること。（継続） 

②統計等のデータを積極的に活用し、県民ニーズや行政課題を的確に捉えた効果的

な施策の立案（ＥＢＰＭ）に努めること。（継続） 

 

（３）基金の債券運用                     

①２０２４年３月に提出された、２０２３年度包括外部監査報告書によると、現状

の基金の一括運用については、「不合理であって機会損失が大きいことから、運

用の見直しの必要がある。」との指摘があった。今後は金利上昇も見込まれるこ
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とから、債券運用のみならず、見合定期預金や一時借入金、繰替運用の部分につ

いても含めた一括運用計画の見直しをすること。（継続） 

②群馬県では、減債基金を中心に債券運用を行い、２０２２年度において約８億円

の運用益があったことから、本県においても、群馬県を参考に、積極的な債券運

用を行うこと。（継続） 

 

（４）県出資法人等の自立的な経営                   

①出資法人等に対し、経営の適正化や業務の活性化等に向けて、必要かつ適切な指

導等を引き続き行うとともに、法人に社会経済情勢や県民ニーズの変化に対応し

た効率的で質の高いサービスを提供させるなど、県出資法人等を有効活用し、県

が行う事業の縮充を図ること。（継続） 
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夢と希望あふれる栃木を創る会の 

令和７（2025）年度当初予算及び県政の推進に関する要望書に対する回答 

 

令和７（2025）年２月５日 

 

本県では、中期的な視点に立った財政運営を行うことを基本としつつ、「とちぎ行革プラン2021」に基づき、持続可能

な行財政基盤の確立に取り組んでいる。 

 令和７(2025)年度は、県税・地方消費税収入は増加する一方、地方交付税と臨時財政対策債を合わせた額が減少する

とともに、給与関係経費や医療福祉関係経費等の義務的経費が増加することなどから、引き続き相当程度の財源不足が

見込まれている。 

 こうした中、令和７(2025)年度当初予算では、選択と集中を図りながら必要な財源を確保し、「政策経営基本方針」

の重点事項を積極的に展開するとともに、「とちぎ未来創造プラン」及び「とちぎ創生１５戦略（第２期）」の総仕上

げを行うほか、当面するその他の重要課題にも的確に対応することとした。 

 

 ○ 重点的に取り組むもの 

  Ⅰ 令和７(2025)年度政策経営基本方針に基づく重点事項の積極的な展開 

   １ 少子化対策と人づくり・女性活躍の推進によるとちぎの未来創生 

   ２ 地域経済の好循環創出 

   ３ ＤＸによる安全・安心で暮らしやすいとちぎづくり 

  Ⅱ 「とちぎ未来創造プラン」及び「とちぎ創生１５戦略（第２期）」の総仕上げ 

   １ 人材育成戦略 

   ２ 産業成長戦略 

   ３ 健康長寿・共生戦略 

   ４ 安全・安心戦略 

   ５ 地域・環境戦略 

   ６ 未来への投資の土台となる行財政基盤の確立 

 

 

 要望事項に対する回答は、次のとおりである。 

 



（単位：千円） 
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要  望  事  項 回       答 

１ ときめく観光の街づくり  

 アフターコロナにおける観光産業は、インバウ

ンド施策効果も相まって、コロナ禍前の賑わいが

戻ってきていると実感しつつ、その実、新たな課

題も見えてきている。 

また、今後、自治体間の誘客競争は、更に激化

するものと推察できることから、他県との差別化

を図ることは必須であると考える。 

そこで、県は、これまで以上に観光産業に積極

的に関わり、観光立県として、本県独自のスタイ

ルの構築が求められることから、以下の項目を要

望する。 

（１）独自スタイルの構築 

①本県ならではの「食」をテーマに、各月、

例えば“どこでもしもつかれ”や“どこで

もけんちん汁”など、統一メニューを設定

したり、今月はニラ月やある月はトマト月

間など統一食材を使用したメニューを県内

各地域で提供していく等のしかけを各市町

と連携して進めていくこと。（継続） 

②足利市では歴史・文化資源と「灯りと光」

を融合させた夜景観光コンテンツを推進し

ているが、今後観光資源として夜景の価値

が更に高まることが期待されている。県内

各地域と連携のもと、夜景観光を推進する

こと。 

  ③障がい者や高齢者が安心安全に過ごすこと

ができるよう、バリアフリー観光の推進に

向けた協議会の設置及び環境整備に対する

支援策を講じること。（継続） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 本県ならではの「食」については、これまでも

様々な手段でＰＲに努めてきたところであり、地域

ならではの食文化を観光振興に活用している市町等

と連携して、更なる魅力発信を図っていく。 

また、県公式観光情報サイト「とちぎ旅ネット」

において特集ページ「とちぎイルミネーションスポ

ット」を設けているほか、インスタグラムなどのＳ

ＮＳを活用して本県の夜景の魅力を県内外に発信し

ており、引き続き、市町や観光関連団体と連携して

夜景観光を推進していく。 

さらに、県内観光地のバリアフリー情報を「とち

ぎ旅ネット」に掲載するとともに、障害者や高齢者

の利便性向上を図るため、市町等が行う公衆トイレ

の洋式化等を支援しており、引き続き、市町や関係

団体で構成する「本物の出会い栃木」観光プロモー

ション協議会などの場において、本県で快適に楽し

めるような観光地づくりについて議論していく。 

 



（単位：千円） 
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要  望  事  項 回       答 

 （２）インバウンド拡大への対応 

①インバウンド誘客が好調の中にあって、観

光業（ホテル・旅館）に携わる人材不足は

喫緊の課題であることから、外国人材の確

保に向けた対策を講じること。（継続） 

②訪日外国人客の増加により、民泊サービス

（住宅宿泊事業法）の利用も右肩上がりの

中、災害発生時の対応に不安があり、ま

た、マナー違反によるオーバーツーリズム

問題が取りざたされていることから、早急

の対策を講じること。（継続） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 宿泊施設等における外国人材の確保について

は、新たに設置を予定している「とちぎ外国人材受

入支援センター（仮称）」において、外国人材の雇

用・定着に向けた相談体制を充実させるとともに、

企業の求めに個別に対応するオーダーメイド研修を

実施するなど、きめ細かな支援を実施していく。 

また、災害等の非常時における外国人観光客の安

全確保に向け、県公式観光情報サイト「 Visit 

Tochigi」を活用して、緊急情報を提供する日本政府

観光局（ＪＮＴＯ）の多言語情報発信サイトを案内

するほか、住宅宿泊事業者に対し、民泊サービスの

届出受理の際に外国人を含めた宿泊客の安全確保を

適切に講じるよう働きかけていく。 

さらに、観光地におけるマナーについて、観光庁

が作成した啓発動画による周知に努めるとともに、

市町と構成する「栃木県国際観光推進協議会」など

の場において必要な対策を検討していく。 

 

 

○外国人材活用強化事業費                 44,946 
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要  望  事  項 回       答 

２ 国土強靱化の更なる推進  

 近年、豪雨や竜巻、地震等の自然災害が頻発

化・激甚化している。災害が少ないとされている

本県においても避難勧告が出される現状を踏ま

え、防災・減災対策を早急に進めていくべきであ

る。 

また、２０２０年１２月に閣議決定された「防

災・減災、国土強靱化のための５カ年加速化対

策」については、各年度の補正予算のほか、防

災・減災・国土強靱化緊急対策事業債において

は、起債充当率１００％、元利償還金の５０％が

交付税措置されるなど、国の財政支援や地方財政

措置のもと事業を実施しているところであるが、

これらの措置は令和６年度第１次補正予算が最終

年度となり、次年度以降の見通しが立っていない

ことから、以下の項目を要望する。 

①令和７年度当初予算においても、これまでの

取組を止めることなく防災・減災、国土強靱

化対策に関する事業が実施できるよう、物価

や人件費の上昇分も上乗せした予算を確保す

ること。 

②河川の氾濫や越水による被害を防ぐため、適

正な河川の維持管理に努めること。（継続） 

③土砂災害を防ぐため、危険箇所整備を早急に

行うこと。（継続） 

④河川砂利等の採取希望者の公募については、

積極的に行うこと。また、公募情報について

は、県ホームページの内容を充実させるとと

もに、受入れの申請手続きの簡素化を図るこ

と。 

 

高規格道路の整備など広域道路ネットワークの充

実・強化や、道路・河川施設等社会資本の老朽化対

策、生産性の向上に向けたインフラ分野におけるＤ

Ｘの推進等にこれまで取り組んできたが、今後の国

の動向を注視し、必要な経費も見込みながら、計画

的に防災・減災、国土強靱化対策を実施していく。 

また、今後の災害リスクに備えるため、堤防強化

や堆積土除去等をはじめ、河川整備の着実な推進を

行うとともに、土砂災害のおそれがある区域につい

ては、砂防堰堤等の整備を進めるなど、優先順位を

付けながら防災・減災対策に取り組んでいく。 

さらに、河川砂利等の採取については、引き続

き、県ＨＰにおける代行掘削制度のＰＲ等の実施に

より、採取希望者の拡大に取り組んでいく。 

 

 

○県単公共事業費（県土整備部）    14,565,934 

 

 

○公共事業関連調査費（県土整備部）      500,000 

 

 

○緊急防災・減災対策事業費          3,000,000 

 

 

 



（単位：千円） 
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要  望  事  項 回       答 

３ 野生鳥獣被害軽減に向けた対策の強化  

 近年、イノシシやシカ、サル、クマなどが民家

近くまで、現れるようになった。 

今後は、民地への侵入被害や人命を守るために

も、捕獲以外の自衛対策についても強化を図る必

要があることから、以下の項目を要望する。 

①野生鳥獣からの被害を軽減するため、ＩＣＴ

を活用した捕獲・被害防除技術の実証後に、

積極的に取り入れること。（継続） 

②県では、栃木県ツキノワグマ管理計画（五期

計画）を策定中であるが、令和６年７月に、

全国的なクマによる人的被害多発を受け、人

の日常生活圏に侵入したり、侵入のおそれが

大きかったりするなどの要件を満たせば「緊

急銃猟」として、自治体の判断によるハンタ

ーの発砲を容認するなどの鳥獣保護管理法改

正に関する対応方針が示された。法改正が行

われた場合は、速やかに対応するとともに、

クマに遭遇しないための知識など、県民に対

し自衛手段を十分に周知すること。 

 

鳥獣被害対策については、捕獲従事者の負担を軽

減するため、ＩＣＴを積極的に活用しながら効果的

な捕獲に取り組んでいく。 

また、クマについては、鳥獣保護管理法改正に向

けた国の動向を注視し、出没対応訓練の充実・強化

など、市町や猟友会等関係団体と緊密な連携を図る

とともに、ＳＮＳや注意喚起チラシ等を活用した情

報発信を強化していく。 

 

 

○地域ぐるみの総合的な鳥獣対策促進事業費 

365,915 
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要  望  事  項 回       答 

４ 外来生物対策の強化  

 （１）クビアカツヤカミキリ 

２０２３年度特定外来生物クビアカツヤカミ

キリの被害状況等によると、県内にある公園や

住宅地等において、新たに３，２３６本の被害

木が確認された。拡散防止を図るため、市町と

連携して監視ポイントを増設し、監視を強化す

るなど防除対策を実施している状況であるが、

両毛地区の被害状況は依然厳しく、今後も防除

対策を強化する必要があることから、以下の項

目を要望する。 

①公園や住宅地等への新規被害木を減らすた

めにも、近隣県である群馬県や埼玉県、県

内各市町と連携し、防除対策を強化するこ

と。（継続） 

 

（２）キョン 

千葉県で大繁殖し、千葉県だけでも約８万６

千頭が生息するという特定外来生物である小型

のシカ「キョン」は近年、茨城県内で４件の目

撃情報が出ており、県をまたいだ生息地域の拡

大が懸念されている。本県ではまだ見つかって

いないが、茨城県筑西市や下妻市で、オス１頭

がそれぞれ確認されたことから、近い将来、本

県に到達する可能性は高い。 

茨城県では、報奨金を設定し、１頭あたりの

駆除で３万円、目撃情報の提供者にも２千円の

拠出を決めたところ、多くが誤情報であったも

のの、住民への周知には効果があった。 

本県においても状況を注視し、防除体制を構

築する必要があることから、以下の項目を要望

する。 

 ①茨城県や千葉県と連携し、情報の共有・監

視・防除対策を実施していくこと。 

 

(1) クビアカツヤカミキリの被害拡大防止を図るた

め、被害が発生している関東６都県と国による会議

を主催し、被害状況や効果的な防除方法等の情報共

有を引き続き行うとともに、市町と緊密な連携を図

りながら、樹木の点検を実施するほか、民有地にお

ける被害木伐採に対して補助するなど、防除対策を

推進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) キョンについては、県内に定着した場合の影響

が大きいことから、栃木県外来種対策方針に基づき

「侵入等警戒外来種」に指定したところであり、引

き続き、近隣県等の情報収集に努めながら、市町等

を通じて注意喚起を行うなど、侵入への警戒を強め

ていく。 
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要  望  事  項 回       答 

５ ヤマビルの効果的な防除対策の確立  

 森林施業や県民生活、釣りを楽しむ方々への支

障が懸念されるヤマビルについて、効果的な防除

対策を確立する必要があることから、以下の項目

を要望する。 

①これまでの取組の検証を踏まえた実証実験を

地域ごとに行い、具体的な成果につながる施

策を実施すること。 

 

ヤマビルの面的な防除方法の確立に向けて、薬剤

の効果検証や環境影響調査を行っているところであ

り、必要な追加調査を行った上で、地域への効果的

な防除対策の展開に取り組んでいく。 

 

 

○とちぎの元気な森づくり県民税事業費  1,394,100 
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要  望  事  項 回       答 

６ ナラ枯れ被害の拡大防止  

 ２０２４年４月から１０月までの栃木県内の

「ナラ枯れ」による被害樹木数は、過去最多の１

４，１１４本と、前年度に比べ１．５倍となり、

今年度は、新たに４市町（日光市、茂木町、塩谷

町、那須町）で被害が確認された。 

 また、林野庁が公表した全国のナラ枯れ被害量

（被害材積）の推移をみても、近隣県の群馬県や

福島県も被害量が大幅に拡大していることから、

以下の項目を要望する。 

 ①ナラ枯れは、５～６年周期に被害木が急増す

る傾向があり、２０２５年度はその周期にあ

たるため、令和７年度当初予算においては、

ナラ枯れ被害緊急対策事業費を十分に確保す

ること。 

②景観を守るため、また観光地へ向かう道路周

辺の倒木等による電線切断に伴う火災を防ぐ

ためにも、電線付近にある被害木について

は、特に駆除対策と合わせ予防対策を強化す

ること。 

 

ナラ枯れ被害については、防除対策基本方針に基

づき、早期発見に向けた周知に取り組むとともに、

市町等と連携した予防対策を実施するほか、倒木に

伴う二次災害懸念箇所において集中的な駆除を行う

など、効果的な防除対策を実施していく。 
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要  望  事  項 回       答 

７ 特殊詐欺等犯罪被害防止に向けた警察組織の強

化 

 

 近年、特殊詐欺や空き家対象の侵入窃盗、神社

の銅板屋根や太陽光発電施設対象の金属盗、いわ

ゆる闇バイトによる犯罪が多発していることに加

え、地域コミュニティ力の低下などにより、県民

の身近な交番への期待や重要度は、一層増してい

る。 

また、闇バイトについては、仕事の内容を明ら

かにせずに著しく高額な報酬の支払いを示唆する

などして犯罪の実行者を募集し、犯罪に加担する

青少年が増えている。 

さらに、２０２４年度現在、県内には８０か所

の交番があり、今年度から、交番所長の階級とし

て全て警部補を配置し、１名の所長が複数の交番

を兼務することになった。 

以上のことから、以下の項目を要望する。 

①令和７年栃木県警察基本姿勢及び重点目標の

うち、特に県民の期待と信頼に応えられる警

察組織となるよう、警察官を増員し、特に交

番所長の兼務体制を改善すること。（継続） 

②闇バイト等に関する情報の収集やＳＮＳ等か

らの削除、取締り等を推進すること。また、

バイトという言葉の軽さから青少年がアルバ

イト感覚で犯罪行為に加担しないよう闇バイ

トという呼称を見直した上で、教育や啓発を

推進し、犯行に加担させないための対策を強

化すること。 

 

県警察では、社会情勢の変化により治安上の警戒

の空白が生じることのないよう、常に組織体制やそ

の運用のあり方を最適化していくことが求められる

ため、限られた人員で最大限の効果を発揮できるよ

う「リソースの再配分」に取り組んでいる。 

交番所長の兼務体制をとることは、この取組の一

つであり、今後も警察組織が、複雑化する社会に適

応し、治安上の課題に的確に対処できるよう努めて

いく。 

また、警察官の増員については、国等における動

向を見極めながら、適切に対応していく。 

さらに、いわゆる「闇バイト」について、若者等

を犯行に加担させないための対策として、脅迫を理

由に犯罪に加担する者やその家族に対する保護措置

等を徹底するとともに、インターネットホットライ

ンセンターと連携して有害情報の削除を依頼するほ

か、学生等への広報啓発活動等を実施していく。 

「闇バイト」については、県警察では「犯罪実行

者募集情報」や「いわゆる闇バイト」として広報啓

発を行っており、警察庁の見解も踏まえて呼称の見

直しを含め対応していく。 



（単位：千円） 

- 10 - 

 

 

要  望  事  項 回       答 

８ 高速道路逆走対策の推進  

 高速道路の逆走事故は社会的反響が大きく、逆

走は命にかかわる危険行為であるため、逆走を防

止する早急な対策が必要と考えることから、以下

の項目を要望する。 

①逆走の危険性について積極的に周知啓発する

とともに、逆走防止に向けた具体的な対策を

講じること。（継続） 

 

重大な交通事故につながる高速道路等での逆走を

防止するため、交通事故発生状況の周知や関係団体

と連携した各種交通安全教育、ＳＮＳ等による情報

発信、広報啓発活動など、あらゆる機会を通じて逆

走の危険性を周知啓発するとともに、道路管理者と

共同して必要な対策を協議・検討するなど、逆走を

発生させない対策を強化していく。 
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要  望  事  項 回       答 

９ 警察活動における暑熱対策の推進  

 近年、我が国では、年平均気温が上昇し、夏季

において猛暑日や熱帯夜の日数が年々増加してい

る中で、警察活動における暑熱対策を適切に講じ

ることは、警察職員の命や健康を守る観点のほ

か、警察活動の能率的な遂行を確保する観点から

も極めて重要な課題となっている。 

本県警察本部では、２０２４年７月末に、暑熱

対策に資する資機材の活用を指示したところであ

るが、被服及び装備品の運用面について、更なる

改善が必要であることから、以下の項目を要望す

る。 

①通気性等に優れた生地への変更や、空調服の

導入などを検討した上で改善を図ること。

（継続） 

 

県警察における夏服については、通気性等に優れ

た生地への変更や空調服の導入などを、警察庁にお

ける被服の仕様に関する規則等に係る議論を注視し

ながら検討していく。 
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要  望  事  項 回       答 

１０ 農地の活用と有機農業に対する理解促進  

 ２０２１年３月に公表された栃木県有機農業推

進計画（３期計画）によると、有機農業は、農業

の自然循環機能を大きく増進し、かつ、農業生産

に由来する環境への負荷を低減するものとあり、

さらに、近年、有機農業が生物多様性保全や地球

温暖化防止等に高い効果を示すことが明らかにな

ってきており、その取組拡大は農業施策全体及び

農村における国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）の達成にも貢献するものとある。 

また、栃木県内では、有機農業の取組は増加し

ているものの、さらなる推進を図る必要がある。

県内に移住・定住された方々の中には、農業に関

わりたい・特に有機農業に関心が高い状況があ

る。 

しかしながら、農家でない者が有機農業を行う

にあたっては、近隣農業者の理解はもとより、周

辺から使用禁止資材が飛来し又は流入せず、「は

種(しゅ)」（種まき）又は植え付け前２年以上化

学肥料や化学合成農薬を使用していないなどの条

件を満たす必要があることから、有機農業を行う

ために農地を借りたい人と貸したい人を繋ぐ必要

がある。 

このような理由から、以下の項目を要望する。 

①安定して有機農産物を生産できる技術の習得

や新たな販路開拓に向けた支援、有機農業に

対する消費者等の理解促進や有機農産物のＰ

Ｒなどさらなる推進を図ること。（継続） 

②活用できる農地等の情報をインターネットで

検索できるようにするなど、農地情報の提供

を積極的に行うこと。（継続） 

③半農半Ⅹなどの小規模耕作者の農地確保に対

する取組や、近隣で慣行農業を行う方々に対

して有機農業への理解促進を図る取組を強化

していくこと。（継続） 

 

「とちぎグリーン農業推進方針」に基づき、有機

農業の講座制研修の開催や地域の関係者による技術

実証への支援などを通して、生産者の拡大を図ると

ともに、オーガニックビレッジの取組支援やシンポ

ジウムの開催などにより、販路拡大と生産物に対す

る消費者への理解促進に努めていく。 

また、小規模耕作者を含めた農地利用希望者に対

し、農地の確保を含めた就農相談を実施するととも

に、県農地中間管理機構がＨＰで公開している遊休

農地情報などの活用を促していく。 
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要  望  事  項 回       答 

１１ 農・林・商・工における担い手の確保と育成

支援の推進 

 

 （１）農業 

 持続可能な農業を確立するため、担い手を創

出することが重要であり、これからも新規就農

者を募る活動は止めてはならない。しかしなが

ら、人口減少化や多様化した社会の中で人材確

保は大変厳しいものがある。その中において、

様々な情報の共有化を図ると同時にスマート農

業の推進を図り、県内全ての生産者による情報

の共有化を図り、より儲かる農業へと進化する

ために、生産性を向上させるべきと考えること

から、以下の項目を要望する。 

①にらの生産振興に向けて、初期投資の負担

軽減及び出荷調整に係る労力軽減のため、

ハウス・調整機の導入助成を検討するこ

と。また、販売量確保とブランド確立に向

けて安定した種子供給体制を整備するこ

と。 

②いちごの生産振興については、生産拡大に

向けて、初期投資の負担軽減のための施設

整備や機器の導入助成の拡充を図ること。 

③就農者の増加を目指すと同時に、離農者の

減少を図ること。（継続） 

④とちぎ和牛の消費拡大の強化について、肥

育牛に関して、特に和牛の消費減退と価格

低迷が顕著であることから、栃木県内での

「とちぎ和牛」販促活動によるブランド力

強化と消費拡大対策の支援を拡充するこ

と。 

⑤台湾向け「とちぎ和牛」の輸出拡大を目的

とした販路拡大や輸入規制対応等に係る支

援を検討し、取り組むこと。 

 

(1) いちごやにらの生産振興については、必要な施

設整備や機器導入を支援するとともに、にらの県オ

リジナル品種「ゆめみどり」の種子の安定供給に向

けた体制整備を支援していく。 

また、地域農業の担い手を確保し、定着を図るた

め、本県農業の魅力などの情報発信を強化するとと

もに、就農希望者個々の状況に応じた技術習得など

を支援していく。 

さらに、とちぎ和牛については、関係団体やとち

ぎ和牛提供店、観光地のホテル等と連携した県民向

け消費拡大運動を展開するほか、台湾への輸出拡大

を図るため、生産者や輸出事業者等で構成されるコ

ンソーシアムが行うプロモーション等を支援すると

ともに、台湾が定める放射性物質検査の撤廃に向け

た対応を国に求めていく。 

 

 

○園芸大国とちぎフル加速総合対策事業費 

1,329,615 

 

 

○とちぎの農産物ブランド力強化推進事業費 

（一部再掲）             121,052 

 

 

○とちぎ農産物戦略的輸出拡大事業費（一部再掲） 

                    100,251 
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要  望  事  項 回       答 

 （２）林業                  

  林業大学校が創設され、初年度の入学者は２

１名であり、まずまずの走り出しと考える。 

しかしながら、林業従事者の数は長期的に減

少傾向にあり、総務省の国勢調査によれば、２

０２０年には４４，０００人であり、高齢化率

は２５％で全産業平均１５％に比べ高い水準に

ある。 

新規就労者の確保、労働環境の改善及び木材

供給の安定化や木材価値の向上を図る必要があ

ることから、以下の項目を要望する。 

①林業大学校の運営の安定化と入学希望者が

増えるような魅力ある学校づくりを目指

し、林業の次代を担う人材の確保・育成を

図ること。（継続） 

②今後においても、あらゆる機会を創りなが

ら、ＵＩＪターン者を主な対象者とした伴

走型の就業支援を実施すること。（継続） 

③県産木材を使用した木造住宅建設の支援に

よる、県産木材の利用拡大の推進並びに東

京圏や海外等をターゲットにした販路拡大

を図ること。（継続） 

 

(2) 林業大学校では、林業経営体の協力による現場

実習や、林業に必要な基礎的技術の習得及び資格取

得に加え、ドローン等を活用した最先端技術実習な

ど、官民一体となった魅力あるカリキュラムを提供

していく。 

また、首都圏において就業希望者向けセミナーを

開催するとともに、県内外在住者を対象とした就業

相談や就業体験など伴走型就業支援を行うことによ

り、林業人材の確保に引き続き取り組んでいく。 

県産木材の利用拡大等については、木造住宅等の

建設に対する支援に加え、東京圏におけるイベント

への出展や海外市場調査、試験的な輸出により、木

材需要の創出を積極的に図っていく。 

 

 

○森林環境譲与税事業費                288,307 

 

 

○とちぎ材販路拡大官民連携事業費（再掲） 17,412 
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要  望  事  項 回       答 

 （３）商業 

 ２０２１年の経済センサス活動調査における栃

木県内の商工業者数は、５年前の調査に比べ減少

しており、商工業者数の減少に歯止めをかけるこ

とは、喫緊の課題である。 

 さらに、世界に羽ばたく人材を育成することも

重要であるが、郷土愛やふるさと意識を醸成し、

特に高校生の時に、地元の産業や企業について理

解を深めることは、県外へ進学した生徒が就職す

る際、地元企業への就職意識を固め、雇用につな

がることが期待される。 

以上のことから、以下の項目を要望する。 

 ①地域の将来を担う人材を育成・確保する観点

から、県内高等学校においてインターンシッ

プ事業を推進し、生徒の勤労観、職業観を育

成し、進路への意識や意欲の向上を図るとと

もに、生徒はもとより教師にも地元の産業や

企業について理解を深める機会（地元企業の

説明会等）を設ける取組を推進すること。 

②外国人材雇用について、各産業における国内

人材の不足は明らかであり、外国人材はこれ

まで以上に重要度が増しているため、県内企

業のニーズの把握に努めるとともに、外国人

留学生の県内企業への就職を促進し、共生社

会の実現を目指すこと。 

③物価高騰が続く中で、県民の暮らしを守る生

活支援を行うとともに、消費を下支えし経済

を活性化するための取組を行うこと。例え

ば、各市町が地元企業や商店などの支援と活

性化を図るために実施しているプレミアム商

品券にポイントを上乗せするなど、県民生活

を応援すること。 

 

 

 

(3) 高等学校におけるインターンシップを推進する

ため、地元企業や施設の見学、技術者等による講話

や技術講習などの実施により、学校の特色や生徒の

実態等を踏まえながら、生徒一人一人に合った能力

や態度を育成する機会の充実を図るとともに、生徒

や保護者、教職員を対象とした合同企業説明会や、

教職員が企業の採用動向等を把握する研修会を開催

することで、県内企業の理解促進に取り組んでい

く。 

 また、外国人材雇用については、県内企業への訪

問やグローバル人材の採用状況に関する調査、県国

際交流協会に配置するコーディネーターの活用によ

り、企業ニーズや外国人材の雇用状況を把握すると

ともに、外国人留学生に対して合同企業説明会を開

催するなど、外国人材の確保を促進し、共生社会の

実現に取り組んでいく。 

 物価高騰への対応については、県民生活や県内経

済への影響等を最小限にとどめるため、地域の実情

に応じた物価高対策を支援する重点支援地方交付金

を活用した補正予算を編成し、速やかな執行に努め

ているところであり、引き続き、県内の状況を踏ま

えながら、必要な支援策を講じていく。 

 

 

○外国人材活用強化事業費（再掲）         44,946 
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要  望  事  項 回       答 

 （４）工業 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による

都市のロックダウンや、国家間の移動制限、工

場の稼働停止に伴い、サプライチェーンが混乱

し、世界的に半導体不足が生じた。 

また、経済産業省の推計によると、世界の半

導体の市場規模は、２０３０年には、約９，０

００億ドルに成長すると予想され、さらには、

世界中で半導体産業の人材不足が指摘されてい

ることから、以下の項目を要望する。 

①半導体産業の集積が先行する九州地域の現

状も把握しながら、国や関係機関、大学等

と連携して、半導体産業の人材育成を行う

こと。 

 

(4) 半導体分野については、今年度から新たに、国

が主催する人材育成等を目的とした連絡会議に参画

したところであり、引き続き、半導体産業に係る投

資や国の政策なども注視しながら、地元企業、大学

等と連携した製造現場見学会や技術研修を実施する

ことにより、半導体関連産業で活躍できる人材の育

成に取り組んでいく。 

 

 

○経済好循環に向けた持続的賃上げ実現事業費 

85,855 

 

 

○ものづくり産業躍進プロジェクト推進事業費 

（一部再掲）                          226,174 
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要  望  事  項 回       答 

１２ 教職員の適正配置の推進  

 栃木県教育振興基本計画２０２５の基本理念を

具現化するために掲げられている基本目標Ⅲ「未

来を切り拓く力の基礎を育む」ことや基本目標Ⅵ

の「教育の基盤を整える」ためには、教員が子ど

もたちと関わる時間を多く確保する必要がある。 

そのためには、教員が本来担うべき業務に専念

できるようにすることが必要であり、学校運営体

制の充実を図るためにも、現在不足している教職

員や非常勤職員を確保する必要があることから、

以下の項目を要望する。 

①補充教職員を充実させ、傷病休暇取得教職員

の補充や免許外教科担任解消等のための非常

勤職員の配置を一層推進し、学校現場におけ

る教職員不足の解消を図ること。（継続） 

②小学校の学習指導要領における外国語（英

語）の教科化に伴い、専科教員の充実を図る

こと。（継続） 

 

補充教職員の充実のため、傷病休暇職員の補充に

当たって非常勤講師の配置を昨年度から全校種で可

能とするとともに、小規模の中学校においても、専

門性の高い非常勤講師を配置するなど、免許外教科

担任の解消に向けた取組を行っている。 

加えて、昨年１０月には「学校で働きたい人応援

イベント」を開催し、教職員に関心のある方々を対

象とした個別相談会を行うなど、人材の掘り起こし

に向けた新たな取組を開始したところであり、今後

とも、適切に補充教職員等の確保に努めていく。 

また、小学校における英語専科教員の配置につい

ては、教員採用試験で特別選考を実施し、英語力の

ある人材の採用に取り組むとともに、加配教員につ

いて、引き続き国に対し増員を要望していく。 
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要  望  事  項 回       答 

１３ 社会に開かれた教育課程の実現に向けた学校

と地域の連携・協働の更なる推進 

 

 文部科学省によると、学習指導要領における重

要な事項の全ての基盤となる考え方が「社会に開

かれた教育課程」であり、子どもたちが、社会の

つながりの中で学ぶことで、自分の力で人生や社

会をよりよくできるという実感を持つことがで

き、変化の激しい社会において、困難を乗り越

え、未来に向けて進む希望や力になる。 

これからの学校には、社会と連携・協働した教

育活動を充実させることがますます求められてい

ることから、以下の項目を要望する。 

①学校と地域の連携・協働を更に推進するため

に、地域連携教員の社会教育主事有資格者の

割合を増やすこと。（継続） 

②市町教育委員会に対し、学校運営協議会や地

域学校協働本部の設置を促すとともに、地域

コーディネーターを県内公立学校全校に配置

し、地域学校協働活動を推進すること。（継

続） 

③学校運営協議会や地域学校協働本部、地域コ

ーディネーターの養成研修会などについて

は、会場となる総合教育センターから遠隔地

に居住する県民でも受講しやすい環境を整え

る必要があることから、教育事務所単位での

サテライト研修の開催を推進すること。 

④学校、家庭、地域社会が連携協力し、交流活

動や体験学習、学習活動を通して子どもの生

きる力を育むとともに、家庭と地域の教育力

の向上を目指すふれあい学習の更なる推進を

図ること。（継続） 

 

学校と地域の連携・協働活動を推進するため、教

員に対する社会教育主事講習の受講機会を充実さ

せ、有資格者の割合の増加を図るとともに、市町の

地域学校協働本部の運営やコミュニティ・スクール

を支援するほか、調整役となる地域コーディネータ

ー等の人材養成研修の充実を図っていく。 

また、居住地近くでも人材養成研修を受講できる

よう、今年度、県北、県央、県南でそれぞれ１か所

の教育事務所をサテライト会場として実施したとこ

ろであり、研修数を増加させるなど、受講しやすい

環境を整備していく。 

ふれあい学習の推進に向けて、学校・家庭・地域

をつなぐ人材を養成研修などにより育成するととも

に、各教育事務所で開催するふれあい学習推進会議

などを通して、市町と連携して地域におけるネット

ワークを広げることにより、多様な主体がつながり

学び合う地域づくりに努めていく。 
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要  望  事  項 回       答 

１４ 総合的な探究の時間・ＳＴＥＡＭ教育の充実  

 現行の学習指導要領から「総合的な探究の時

間」が開始されたが、探究学習がＩＣＴ端末で

検索するのみで終わってしまう状況も見られ

る。探究学習は、生徒が自分の興味や学びたい

ことを見つけるきっかけとなり、大学への進学

動機にもつながり得るものである。ある新聞社

の調査によると、受験生の２人に１人が、学校

推薦型選抜や総合型選抜等のいわゆる年内入試

で大学進学をしているという調査結果があり、

今後、年内入試が拡大していくというのが専門

家たちの共通した見方である。年内入試は、面

接や小論文を中心とした大学入学の目的意識を

問う試験であることから、学問への興味関心を

高める探究学習を充実させる必要がある。ま

た、学習センターや情報センター機能を有する

学校図書館に整備し直す必要があることから、

以下の項目を要望する。 

①栃木県立学校の図書購入費は、２０１９年度

から２０２３年度までで１校当たり平均１３

万３千円であり、年々減少傾向にある。しか

しながら、近県の公立高校では、約１２０万

円の例もある。有意義な探究学習を実施する

ためには、調査資料・書籍等を充実させる必

要があることから、図書購入費を増額するこ

と。 

②今年度で終了となる未来を創る高校生地域連

携・協働推進事業やＳＴＥＡＭ教育推進事業

の取組成果を県内の学校が共有・実施してい

くためには、地元企業等との連携や専門知識

を有する外部講師を招聘する必要もある。今

後、当該事業を各学校の取組として継続、展

開していく中では、外部講師の謝礼について

ＰＴＡ会費の負担とならないよう、学校管理

費の増額を図ること。（継続） 

③高校の学校図書館図書費並びに学校司書費に

おいても、地方交付税措置されるよう国に働

きかけること。 

 

各県立学校において、良質な図書の選定を行い、

探究学習における活用につなげてきたところであ

り、今後とも学校図書館の蔵書の充実を図ってい

く。 

また、未来を創る高校生地域連携・協働推進事業

やＳＴＥＡＭ教育推進事業については、これまでの

取組成果を他校に普及し、今後の県内高校の教育活

動に反映させていく。 

さらに、高校の学校図書館の一層の活性化を図る

ため、地方財政措置の充実を国に要望していく。 
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要  望  事  項 回       答 

１５ 読書活動の推進  

 子どもたちの学力向上や生きる力を育むために

は、読解力の向上が欠かせない。そのためには、

子どもたちの不読率を改善するための取組を強化

する必要がある。栃木県読書活動推進計画に基づ

き、特に子どもたちの読書活動の推進を図る必要

があることから、以下の項目を要望する。 

①栃木県立図書館から離れている地域でも県立

図書館を利用できるよう電子書籍を導入した

り、また、市町立図書館や企業等へ毎日希望

する書籍が届けられるようにするなど県民の

利便性を図ること。 

②学校図書館の充実を図るために、栃木県立図

書館内に学校図書館を支援するための学校図

書館支援センターを設置し、これまで以上に

連携を図るためにも司書教諭経験者を配置す

ること。 

③学校図書館に、学校司書を専任で常駐させる

ことは、子どもの読書活動の推進につながる

だけではなく、不登校児童生徒の居場所とし

て学校図書館を活用している事例もある。県

立学校に学校事務と兼務で配置されている学

校司書については、学校事務をスリム化し学

校司書業務にあたる時間を増やすこと。ま

た、専任の学校司書を配置する意義は広がり

つつあるため、県内の全公立小・中・高校

に、専任の学校司書を配置すること。 

 

県立図書館が収集する専門書等は、電子書籍での

出版が少ない上、電子書籍としての導入は高額とな

ることから、購入方法については引き続き検討する

とともに、市町立図書館等と毎週実施している資料

相互貸借制度については、より利用しやすい運用を

検討するなど、県立図書館を直接利用しにくい県民

に対してのサービス向上に努めていく。 

さらに、県立図書館では、県全体の読書活動推進

に向けた講座・研修の実施等により学校図書館の運

営を支援しているが、研修等の更なる充実を図ると

ともに、テーマ別図書セットの貸出しを拡充するな

ど、学校図書館のより効果的な支援策について検討

していく。 

県立学校における学校司書については、司書業務

にかける時間が増えるよう、ＩＣＴの活用や研修の

実施により学校事務の効率化を図っているところで

あり、専任の学校司書については、他県における状

況の情報収集などにより、適切な配置に努めてい

く。 

加えて、市町立学校においては、国の第６次「学

校図書館整備等５か年計画」に基づく学校司書の配

置を促していく。 
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要  望  事  項 回       答 

１６ 学校統合等に係る費用への対応  

 第三期県立高等学校再編計画によると、統合に

当たっては、各地区における学校の役割や特色、

学校間の距離にも配慮しながら、各校が培ってき

た伝統や教育力を十分に継承し、更なる発展につ

ながる組合せを検討します、とある。しかしなが

ら、学校統合を行った足利高校では、旧足利高校

のグラウンドの土地を借用することにしたがため

に、度重なる借用期間や条件の変更があり、教育

現場や学校関係者・保護者などに負担を強いるこ

とになったことから、以下の項目を要望する。 

①今後、学校を統合するにあたり対象となる学

校については、施設の敷地借用は極力避け、

もし仮に借用となった場合でも、借用するこ

とで生じる経費は学校運営に係る経費ではな

く、使途を特定した別の予算を確保するこ

と。 

 

第三期県立高等学校再編前期実行計画における学

校の統合においては、対象校のいずれかの校地を主

に使用することとしており、今後は校地の借用をし

ない学校統合に取り組んでいく。 
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要  望  事  項 回       答 

１７ スポーツの力で栃木をより元気に  

 我が国は、これまで２０２０オリンピック・パ

ラリンピック東京大会の開催やスポーツ庁の設

置、地域スポーツコミッションへの支援等に積極

的に取り組み、地域活性化とスポーツ振興並びに

国民の健康づくりに取り組んでいる。 

本県においても、２０２２年にいちご一会とち

ぎ国体・とちぎ大会が開催され、武道ツーリズム

のモニターツアーが昨年に実施され、今後の展開

に期待している。また、スポーツは健康増進につ

ながるものであり、本県ならではの、スポーツ立

県に取り組むべきと考えることから、以下の項目

を要望する。 

 ①プロスポーツチームが多く存在するのは栃木

県の特徴であることから、各々のチーム  

の人気を活用し、関係人口・交流人口が大き

くなることによる地域経済効果につながるよ

うな取組を行うこと。（継続） 

②県立スポーツ施設については、持続可能な施

設として有効活用されるよう収益性が高いと

見込まれるスポーツ大会やスポーツイベント

の招致に取り組むこと。（継続） 

③市町が有するスポーツ施設が有効活用される

よう、各種スポーツのイベントの開催や合宿

の誘致に積極的に取り組むこと。 

④子どもが自分の好きなスポーツ活動を十分に

行えるよう、地域クラブの活動支援等により

スポーツ活動における環境づくりを図るこ

と。 

 

栃木県スポーツコミッションにおけるプロスポー

ツの活性化に向けた方策の検討も踏まえながら、プ

ロスポーツチームの高い認知度や発信力を活用し

て、更なる誘客や地域のにぎわい創出につなげてい

く。 

県立スポーツ施設については、スポーツ振興のほ

か収益性確保にもつながるよう、引き続き、大会等

開催費補助金の周知に努めながら、より多くのスポ

ーツ大会やイベントの誘致を図り、更なる有効活用

に向け取り組んでいく。 

 また、市町が有するスポーツ施設がスポーツイベ

ントや合宿等で有効活用されるよう、ＷＥＢサイト

において、施設の特性や県内の宿泊施設などに関す

る情報を広くＰＲするなど、市町と連携しながら誘

致に取り組んでいく。 

こどものスポーツ活動については、栃木県スポー

ツ協会等と連携しながら、総合型地域スポーツクラ

ブやスポーツ少年団の活動を支援し、多様な機会の

充実を図っていく。 
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要  望  事  項 回       答 

１８ 女性が安心して自立して暮らせる社会の実現  

 男女共同参画の実現を目指し「日光声明」で取

り上げられた課題の解決に向け、より具体的に施

策展開を図り、男女共同参画先進県となるべく、

積極的な取組を要望する。 

①女性を取り巻く問題・課題は多岐にわたり、

一人ひとり求める支援も異なることにも十分

に配慮し、相談・保護・自立まで切れ目のな

い施策を推進すること。（継続） 

②根強い固定的な性別役割分担意識や無意識の

思い込みなどの早急な解消に向け、地域・企

業・学校など、それぞれに応じた意識啓発を

強化すること。（継続） 

 

今年度設置した「栃木県困難な問題を抱える女性

支援調整会議」や民間の支援団体・施設等の連携強

化に向けた意見交換会の開催等を通じて、引き続

き、困難な問題を抱える女性に対する切れ目ない支

援に取り組んでいく。 

また、固定的な性別役割分担意識や無意識の思い

込みの解消に向けて、とも家事の普及を図るととも

に、高校生等の意見を反映した啓発資料や動画を新

たに作成するなど、様々な世代・場面に応じた効果

的な啓発を実施していく。 

 

 

○Ｇ７レガシー推進事業費           86,694 
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要  望  事  項 回       答 

１９ 子育て支援の充実  

 本県の出生数は、１９７３年以降減少を続け、

１９７０年代前半の３分の１程度まで減少してい

る。少子化トレンドを反転させるために、県民ニ

ーズをしっかりと捉えるべきであると考える。 

本県は、産科医師数の不足や分娩取扱施設のな

い市町があること、小児科が減少傾向であること

から、安心して産むことができる医療機関の整備

が急務である。 

また、養育費・教育費は物価高騰によりその影

響も及んでいる。 

子育てしやすい環境を持続的に提供できるよう

本県行政サービスの向上と充実に取り組んでいく

べきであるとともに、全ての子育て家庭の状況を

妊娠期から把握し、各家庭のニーズに応じた支援

を切れ目なく行う市町を支援していくべきと考え

ることから、以下の項目を要望する。 

①第２子以降保育料等免除事業においては、認

可外の保育施設については対象外となってい

ることから、不公平感をなくすこと。（継

続） 

②「ようこそ赤ちゃん！支え愛事業」の協賛企

業の支援の輪を広げるための取組を強化する

こと。（継続） 

③昨年１０月に「栃木県こども（地域）食堂サ

ポートセンター」が開所されたが、栃木県警

察本部が認知した昨年の児童虐待件数は前年

比６７件増の５２７件と増加傾向にある。こ

ども食堂は貧困支援にとどまらず、さまざま

な需要が高まっていることから、こども食堂

の持続可能な安定運営の支援を図るととも

に、親・子が共に相談しやすい環境整備を強

化すること。（継続） 

④無痛分娩に対する助成制度を設け、産みやす

い環境整備に取り組むこと。 

⑤学校給食費無償化の議論については、国の動

向を注視しながら進めていくこと。 

⑥子どもの成長に合わせ、子どもの居場所とな

る多様な遊び場を整備すること。 

 

認可外保育施設を含む保育料の無償化等について

は、実施主体である市町が、地域の実情に応じて実

施しており、県は市町の取組を支援することによ

り、子育て支援の充実を図っている。 

 今後とも、対象施設の範囲など市町におけるニー

ズを把握しながら、子育て世帯の経済的負担の軽減

に努めていく。 

また、「ようこそ赤ちゃん！支え愛事業」につい

ては、持続可能な制度とするため、企業側のニーズ

調査を実施するとともに、動画制作等により事業の

周知強化を図るなど、更なる協賛企業の拡大に努め

ているところであり、引き続き、企業や市町と連携

しながら、社会全体で子育てを応援する気運醸成に

取り組んでいく。 

栃木県こども（地域）食堂サポートセンターにつ

いては、こども食堂に関する相談対応のほか、運営

者等を対象としたセミナーの開催、食材等を提供す

る支援者とのマッチングなど、こども食堂の設置、

運営等を側面的に支援しているところであり、引き

続き、市町とも緊密に連携しながら、様々な事情を

抱える家庭に対する地域での支援体制の充実に努め

ていく。 

無痛分娩の助成制度については、無痛分娩の安全

性等を専門家から意見を聞くとともに、県内におけ

る無痛分娩の実施体制や全国の状況等の把握に努め

ていく。 

学校給食費の無償化については、財源も含め、国

の責任で実施するよう要望しており、引き続き、そ

の動向を注視していくとともに、市町と意見交換し

ながら検討していく。 

また、こどもの居場所については、子育て支援ポ

ータルサイト「とこぽ」において、こどもの遊び場

に関する情報を発信しながら、こどもたちの置かれ

た状況などに応じた様々な居場所づくりに努めてい

く。 

 

 

○笑顔輝くこども・子育て支援プロジェクト加速化 

事業費                1,054,894 
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要  望  事  項 回       答 

２０ 障がい者差別解消の推進  

 障害者差別解消法の改正に伴い、昨年４月１日

から事業者による合理的配慮の提供が義務化され

た。しかし、現在充分な理解と対応がされている

とは言い難く、これまで以上に理解促進に向けた

取組を行い、障がい者自身、差別の解消を実感で

きる必要があることから、以下の項目を要望す

る。 

①事業者の意識向上と積極的な取組を促すた

め、仮称「とちまるやさしい認証」制度を導

入すること。（継続） 

②災害発生時に障がい者が避難所生活で戸惑う

ことなく、それぞれの障がい特性に応じた支

援が得られるよう、支援者等に向けた、具体

的かつ分かりやすい支援マニュアルの作成と

ヘルプマークの更なる普及啓発並びにヘルプ

マーク入りリストバンドの導入を進めるこ

と。（継続） 

③障がい者差別の解消には、障がいに対する理

解が何より重要であり、幼少期から理解促進

に向けた取組が必要であることから、教育現

場において、年齢に応じた対応を行うこと。

（継続） 

④重度心身障害者医療費助成の方法が市町によ

って異なっている現状は好ましくないことか

ら、速やかに、全市町において現物支給体制

を整えること。（継続） 

⑤マイナ保険証を読み取る顔認証付きカードリ

ーダーは、テンキーを外付けできる、他人に

聞かれずに音声ガイドにより暗証番号を入力

できる等、視覚障がい者が操作できる仕組み

が標準となるよう国に働きかけること。ま

た、標準となるまでの間は、視覚障がい者へ

の人的支援を必ず行うように医療機関などに

周知を行うこと。 

 

障害者差別対応指針や県が作成した相談対応事例

集等において、事業者と障害者による建設的対話の

重要性や合理的配慮の具体例等を示すことにより、

事業者の意識向上や積極的な取組につなげられるよ

う理解促進を図っており、今後も他自治体における

取組を研究しながら、効果的な普及啓発に取り組ん

でいく。 

また、障害者の避難に当たっては、障害の特性に

応じた災害対応マニュアルを作成し、対応方法につ

いて周知していくほか、ヘルプマークについても市

町や関係機関と連携し、更なる普及啓発に取り組む

とともに、ヘルプマーク付きリストバンドの導入を

含めて効果的な施策を検討していく。 

さらに、障害者の人権に関連した学習や交流活動

を計画的に実施するなど、引き続き、発達段階に応

じた人権教育の充実に努めていく。 

なお、重度心身障害者医療費助成については、県

財政に及ぼす影響を踏まえつつ、実施主体である市

町の意向を注視しながら、今後の対応の方向性を検

討していく。 

マイナ保険証については、障害者をはじめすべて

の方に利用しやすい仕組みとなるよう、引き続き国

に働きかけるとともに、マイナ保険証の利用におけ

る視覚障害者等への配慮について医療機関等に対し

周知していく。 



（単位：千円） 

- 26 - 

 

 

要  望  事  項 回       答 

２１ 高齢者の生活支援サービスと高齢者の社会参

加 

 

 平均寿命や健康寿命が延び、現実的に人生１０

０年の生活設計が必要になってきている。このよ

うな中、２０５０年には、本県の高齢化率は４０

％近くになると予想されており、高齢者にあった

地域づくりが必要と考える。栃木県は、車社会で

あり、高齢者の車の利用は、高い状況にある。多

くの高齢者は、人に迷惑をかけることがないよう

に心がけているものの、生活する上で必要なこと

から手放せずにいる。こうした環境を鑑み、高齢

者の生活支援サービスを確立するとともに、高齢

者がいつまでも様々な機会に社会参加できる地域

づくりを推進すべきと考える。 

県内の自治体では、その地域づくりに取り組ん

でいるところもあるが、自治体の財政状況等によ

り、取組状況にバラつきがある。県内どこに住ん

でも、高齢者が安心して暮らせる地域づくりに取

り組むことが必要であることから、以下の項目を

要望する。 

（１）医療・買い物支援 

①県内市町のどこでも誰でも同じように病院

に受診でき、また、買い物などができる体

制整備に取り組むこと。 

②医療・買い物支援を現在実施している自治

体については、そのサービスが持続可能な

制度となるよう取組に対する支援を行うと

ともに、現在そのサービスが確立されてい

ない市町については、サービス体制の確立

に向け、地域の実状に合わせた支援に取り

組むこと。 

 

（２）学習の機会・活躍の場の充実 

①高齢者への多様な学習機会を提供するとと

もに、高齢者自身の身近な地域で、何歳に

なっても活躍できる機会の充実に取り組む

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 高齢者の生活支援については、生活支援コーデ

ィネーターの養成や地域の課題に対する助言等を行

うアドバイザーの派遣に加え、先進的な取組事例の

情報提供等により高齢者を地域全体で支える機運の

醸成に努めているところであり、引き続き、市町と

ともに生活支援体制の充実に取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

(2) 高齢者に対して、シルバー大学校やとちぎ県民

カレッジにおいて多様な学びの機会の提供に取り組

むほか、老人クラブ等への支援を行い、健康づくり

の活動や多世代ふれあい交流を通じて、高齢者が活

躍できる機会の充実に取り組んでいく。 
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要  望  事  項 回       答 

 （３）高齢者の再就職支援の充実・強化 

①高齢者が安心して再就職支援を受けること

ができるよう、支援の充実・強化を図るこ

と。 

 

(3) 高齢者の再就職支援については、就労支援コー

ディネーターによる求人企業の開拓や、職場環境の

改善に向けた企業への助言のほか、県内市町等と連

携した合同企業面接会の開催による高齢者と企業と

のマッチング支援を行うなど、栃木労働局等の関係

機関とも連携しながら、充実・強化に取り組んでい

く。 
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要  望  事  項 回       答 

２２ 認知症当事者やその家族への支援や居場所づ

くりを応援 

 

 厚生労働省の研究班は、全国から４つの自治体

を抽出して医師などが６５歳以上の高齢者につい

て認知症の診断を行い、それぞれの自治体の有病

率から将来の全国の認知症の人の数を推計した。

その結果、認知症の高齢者は団塊ジュニアの世代

が６５歳以上になる２０４０年には５８４万人あ

まりにのぼると２０２４年５月にＮＨＫが報道し

た。これは高齢者のおよそ１５％、６．７人に１

人にあたり、専門家は「今後１人暮らしの認知症

の人が増えるとみられ、家族の支援が限られる

中、地域でどう支えるかが課題だ」としているこ

とから、以下の項目を要望する。 

①２０１９年６月に策定された認知症施策推進

大綱では、「普及啓発・本人発信支援」を認

知症施策の柱の１つとしており、厚生労働省

では、認知症の人本人からの発信の機会が増

えるよう、都道府県ごとに「地域版希望大

使」を設置することを目指している。足利市

において、ぐんま希望大使を招いた認知症啓

発イベントが開催されたが、本人からの発信

は極めて効果的であると感じた。さらに参加

者からは、栃木県でも「地域版希望大使」の

任命を望む声が多数あった。栃木県でも希望

大使を任命すること。（継続） 

②認知症に関する普及啓発は、もとより、認知

症バリアフリーの推進（認知症バリアフリー

に向けた取組を行おうとしている企業等が、

自らＷｅｂ上で「認知症バリアフリー宣言企

業」として宣言を行うことを通じて、認知症

の人やその家族の方々にとって安心して店舗

やサービス・商品を利用してもらい、また、

企業等の人材育成や地域連携の取組を推進し

ていく制度）、若年性認知症の人への支援、

社会参加支援（はたらくデイサービス事業所

の増加等）、認知症カフェなどの設置・普及

など、地域で認知症の人やその家族を支える

仕組みを強化すること。（継続） 

③認知症高齢者等の財産・権利を守るために

も、とちぎ権利擁護センター「あすてらす」

が行っている「日常生活自立支援事業」や成

年後見制度の利用を促進する必要がある。そ

のためにも成年後見制度の中核機関であるサ 

地域版希望大使については、認知症の人本人から

の発信機会を確保するための重要な取組であるた

め、任命に当たっては、認知症の方やその家族等の

意向等を十分に踏まえ、関係機関と意見交換しなが

ら検討を進めていく。 

また、医療・介護をはじめ、地域住民や企業等、

社会のあらゆる領域の関係者と協働しながら、認知

症サポーターの養成、若年性認知症支援コーディネ

ーターと相談機関等との連携支援、市町が設置する

認知症カフェの運営支援等により、引き続き、認知

症の方やその家族等を支える仕組みを強化してい

く。 

認知症高齢者等の権利擁護を推進するため、とち

ぎ成年後見支援センター等と連携し、成年後見制度

等の普及や相談体制の充実を図るとともに、弁護士

等の専門職の派遣や職員研修等の実施により、市町

における成年後見制度の中核機関の設置を促進して

いく。 

 

 

 



（単位：千円） 

- 29 - 

 

 

要  望  事  項 回       答 

 ポートセンターの設置未定の市町に働きか

け、県内全市町の設置を目指すこと。（継

続） 

 

 

 

 



（単位：千円） 

- 30 - 

 

 

要  望  事  項 回       答 

２３ 誰ひとり取り残さない、持続可能なとちぎ  

 とちぎ行革プラン２０２１〔栃木県行財政改革

大綱（第７期）〕によると、「多様な主体との連

携・協働の推進」、「効果的・効率的な県政運 

営の推進」、「持続可能な行財政基盤の確立」の

３つの目標のもと、「行政手続のデジタル化の推

進」など２４の具体的な取組を掲げ、全庁を挙げ

て不断の行財政改革を推進していくとある。 

特に、以下の４点について取組を強化していく

必要があると考えているため、以下の項目を要望

する。 

（１）企業等との協働 

 ①企業の強み等を活かした地域課題解決のた

め、企業版ふるさと納税や包括連携協定 

など、民間企業等との公民連携・協働を更

に推進すること。（継続） 

 

 

（２）効果的な行政評価・施策立案 

①とちぎ未来創造プランをはじめとした各種

計画について、ＰＤＣＡサイクルにより 

施策の効果及び達成度を検証し、改善を図

ること。（継続） 

②統計等のデータを積極的に活用し、県民ニ

ーズや行政課題を的確に捉えた効果的な施

策の立案（ＥＢＰＭ）に努めること。（継

続） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 複雑化・多様化する地域課題等に的確に対応で

きるよう、今年度新たに導入した成功報酬型のマッ

チング支援により、企業版ふるさと納税の更なる活

用を図るほか、企業との包括連携協定の締結等を行

うなど、引き続き、官民が連携・協働して取組を進

める体制を強化していく。 

 

(2) 「とちぎ未来創造プラン」及び「とちぎ創生１

５戦略（第２期）」等については、ＰＤＣＡサイク

ルによる政策評価として、指標の達成状況等を踏ま

えた現状評価、課題の抽出、取組の見直し・立案を

毎年度行っており、翌年度以降の施策へ適切に反映

していく。 

また、データ利活用による効果的な施策の立案を

図るため、県・市町職員向けの研修を実施するな

ど、引き続きＥＢＰＭの推進に取り組んでいく。 

 

 

○とちぎＤＸ体制強化事業費        69,534 



（単位：千円） 

- 31 - 

 

 

要  望  事  項 回       答 

 （３）基金の債券運用 

①２０２４年３月に提出された、２０２３年

度包括外部監査報告書によると、現状の基

金の一括運用については、「不合理であっ

て機会損失が大きいことから、運用の見直

しの必要がある。」との指摘があった。今

後は金利上昇も見込まれることから、債券

運用のみならず、見合定期預金や一時借入

金、繰替運用の部分についても含めた一括

運用計画の見直しをすること。（継続） 

②群馬県では、減債基金を中心に債券運用を

行い、２０２２年度において約８億円の運

用益があったことから、本県においても、

群馬県を参考に、積極的な債券運用を行う

こと。（継続） 

 

（４）県出資法人等の自立的な経営 

①出資法人等に対し、経営の適正化や業務の

活性化等に向けて、必要かつ適切な指導等

を引き続き行うとともに、法人に社会経済

情勢や県民ニーズの変化に対応した効率的

で質の高いサービスを提供させるなど、県

出資法人等を有効活用し、県が行う事業の

縮充を図ること。（継続） 

(3) 基金の一括運用については、安全性と流動性の

確保を図った上で効率的に運用するとの方針のも

と、政策金利の引き上げに伴い、金利が高くなって

いる中で、債券による運用額を増やしている。 

今後は、包括外部監査の指摘も踏まえ、引き続き

経済や金利の動向等を注視しつつ、他県の状況等を

参考にしながら、より効率的な運用に努めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 県出資法人等は、県政運営の一翼を担い、県民

福祉の向上等のため大きな役割を果たしているとこ

ろであり、引き続き、各出資法人等が県施策の推進

主体のひとつとして、質の高い公的サービスを効率

的かつ効果的に提供することができるよう、法人の

自立的な運営を尊重しながら、適切な助言等を行っ

ていく。 


